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論点に関する医学的知見 

 

 

１ 令和２年度業務上疾病に関する医学的知見の収集に係る調査研究（精神障

害）報告書、p20-57,p82-89 

 ※ 精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連に関する文献の概要

（p20-57）及びその他参考となりうる文献の概要（p82-89） 

   下線は事務局による。 
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3. 調査結果 

選定した文献 66 件（①精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連について 40 件、②精神障害の発病後の悪化について 4 件、③精神障害の治ゆ、寛解、

再発について 15 件、④その他参考資料となる文献 8 件）についてサマリーを作成した7。 

 

3.1 精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連について、ポジティブな結果を示す文献 

精神障害の発病と短い睡眠時間又は長時間労働とポジティブな結果を示した文献は 20 件であった。詳細は以下のとおり。 

No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

1 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・武漢でコロナウイルス

感染症（COVID-19）に対

して最前線で治療にあ

たる看護師の睡眠障害、

うつ病、不安症状の有病

率を調査することを目

的とした。 
・「火神山」病院からクラ

スターサンプリングさ

れた、COVID-19 に感染

した患者の治療にあた

る看護師 100 人を対象

にした。 
・対象者は全員女性で、

平均年齢は 34.44 歳で

あった。 

・全般性不安障害 7 項目スケール

（GAD-7）を使用して、過去 2 週間

の不安症状を評価した（合計スコア

0～21）。中国人集団における、うつ

病症状のカットオフ値は 4 以上であ

った。 
・ 抑 う つ 症 状 は 、 Patient Health 

Questionnaire-9（PHQ-9）を使用して

測定された（合計スコア 0〜27）。中

国人集団における、うつ病症状のカ

ットオフ値は 4 以上であった。 
・多変量ロジスティック回帰分析を用

いて、様々な社会人口統計変数、不

安、うつ病、睡眠の質の間の関連を

調べた。 
・共変量として、年齢、労働年数、教

育レベル、婚姻状況、兄弟の有無、

子供の有無をそれぞれ個別に調整

した。 

・対象者は、携帯電話の Wechat
アプリケーションを介して

自己記入式の質問票に記入

した。質問票記入の所要時間

は約 15 分であったため、回

答時間が 3 分未満又は 30 分

を超える対象者は、質問票の

質を確保するために除外さ

れた。 
・ピッツバーグ睡眠品質指数

（PSQI）を用いて、過去 1 か

月間の睡眠障害と睡眠の質

を測定した（合計スコア 0〜
21）。7 以上の PSQI スコアが

睡眠の質が悪いと定義され

た。 
※PSQI では過去 1 か月の 1 日

の睡眠時間を質問しており、

7 時間以上を 0 点、6 時間以

上 7 時間未満を 1 点、5 時間

以上 6 時間未満を 2 点、5 時

間未満を 3 点としている。 

・データは 2
月 7 日か

ら 2 月 25
日に収集

された。 
 

・うつ病の症状を目的変数とした場合、睡眠時間

を含む睡眠の質（オッズ比（OR） 3.16、95%CI：
1.17-8.52）と不安症状（OR=8.07、95%CI：2.92-
22.33）と有意に関連していた。それ以外の共

変量の場合には、有意性が見られなかった（年

齢 OR=0.68、95%CI：0.11-4.24、労働年数

OR=0.54、 95%CI： 0.12-2.42、教育レベル

OR=1.11、95%CI：0.25-4.92、婚姻状況 OR=0.47、
95%CI：0.06-3.97、また、兄弟の有無 OR=0.36、
95%CI：0.12-1.04、子供の有無OR=1.28、95%CI：
0.18-9.11）。 

・不安症状を目的変数にした場合、うつ病の症状

（OR=7.92、95%CI：2.89-21.73）は不安症状に

関連していた。また、睡眠の質の低下を目的変

数とした場合、うつ病の症状（OR=3.24、
95%CI：1.19-8.79）は睡眠の質の低下と関連し

ていた。 
・この研究の限界は、横断的研究であり、因果関

係が決定できないこと、PSQI を使用した睡眠

の質を測定は客観的ではない可能性があるこ

と、サンプルサイズが小さかったことである。 

Tu ZH et 
al., 2020 

                                                   
7 ②と③に重複する文献があるため、合計数は一致しない。 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

2 前向きコ

ホート研

究（睡眠時

間に関す

る研究） 

・不眠症が未評価の以前

のうつ病の残存症状と

して、又は他のうつ病

リスクに続発する併存

症状としても発生する

可能性を調べることを

目的とした。 
・対象者は、オランダの

うつ病と不安の研究

（NESDA 研究）から選

択された。複合国際診

断面接（Composite 
International Diagnostic 
Interview：CIDI）を使

用して定義された、精

神障害の診断・統計マ

ニュアル（Diagnostic 
and Statistical Manual of 
Mental Disorders：DSM-
IV）による現在又は過

去の生涯にわたり大う

つ病症状の既往がな

く、3 つのフォローア

ップ測定のそれぞれで

CIDI が完了した者 768
人が含まれた。年齢は

18～65 歳（平均 41.1
歳）であり、62.7%は女

性であった。 
 

・ベースラインでの非臨床的うつ病の

症状の重症度は、うつ病症状の項目

（ Inventory of Depressive 
Symptomatology：IDS）の 30 項目を

使用して評価され、項目は 4 段階評

価（0–～3）で評価された。 
・Cox 比例ハザードモデルを使用し

て、ベースラインの不眠症の重症

度、睡眠時間の短さ、および個々の

不眠症の症状（愁訴）が、フォロー

アップ中に最初に発症する大うつ

病症状を前向きに予測したかどう

かを評価した。このとき、ハザード

比（Hazard Ratio：HR）と 95%信頼

区間（95%CI）を推定した。 
・ネットワーク結果分析（network 

outcome analysis：NOA）の新しい方

法により、不眠症に関連する他のい

くつかの不眠症の中に、個々の不眠

症の症状の直接的な予測値がある

かどうかを分類した。 
・共変量として年齢、性別、およびベ

ースラインでの不安障害診断の有

無が調整された。 

・不眠症の重症度は、女性の健

康イニシアチブの不眠症評

価 尺 度 （ Insomnia Rating 
Scale：IRS）を使用して評価

された（合計スコア：0〜20）。
不眠症のカットオフ値は

IRS=9 とした。 
・睡眠時間は、対象者に過去 1
か月間の 1 晩あたりの平均

睡眠時間を推定するように

依頼して評価した。ここで、

最大 6 時間睡眠は短い睡眠

時間として定義された。 

・合計 6年間

にわたる

追跡調査

期間の中

で、4 回の

反復評価

が実施さ

れた。 
 

・6 年間の追跡調査で、141 人（18.4%）が大う

つ病症状の初回発症と診断された。 
・不眠症の重症度は、大うつ病症状の初回発症を

予測したが（HR=1.11、95%CI：1.07-1.15）、入

眠障害の不眠症症状（愁訴）単独による過去 1
か月の 6 時間以下の睡眠はリスクを増大しな

かった（HR=0.95、95%CI：0.35-2.63）。 
・同様に NOA は、他の 4 つの関連するうつ症状

とは無関係に、大うつ病症状の初回発症を直

接予測するためにのみ入眠障害を特定した。 
・年齢、性別、およびベースラインでの不安障害

診断の有無のどの共変量を分析に追加して

も、結果に変化はなかった。 
・この研究の限界は、睡眠の評価が自己申告によ

るものであることである。 
 

Blanken 
TF et al., 
2020 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

3 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・中国の広東省における

睡眠時間と社会人口統

計学的特性（年齢、性別、

教育年数、婚姻状況、所

得階級）、メンタルヘル

スおよび慢性疾患の複

数の側面との関係を調

査することを目的とし

た。 
・睡眠とうつ症状又は不

安症状の関連を検討

した。 
・多段層化クラスターサ

ンプリングによってリ

クルートされた広東省

の住民 17,132人のうち、

18 歳以上の 13,768 人を

対象とした。 

・対象者は、患者の健康に関する質問

-9（PHQ-9）や全般性不安障害（GAD-
7）などの標準化された評価ツール

でインタビューを受けた。 
・基本的な社会人口統計情報、メンタ

ルヘルスおよび慢性疾患の情報が

収集された。 
・うつ症状は、 the Patient Health 

Questionnaire-9 (PHQ-9)を用いて評

価された。対象者は、過去 2 週間の

各症状項目を評価し、項目を合計し

て、カットポイント 10 が中程度のレ

ベルの抑うつ症状を示す基準と定

義された。 
・不安症状は、Generalized Anxiety 

Disorder-7（GAD-7）を用いて評価さ

れた。カットポイント 10 が中程度の

レベルの不安症状を示す基準と定

義された。 
・すべての計算は、広東省統計局の人

口データに従って、性別、年齢層、

行政区域によって重みづけされた。 
・多項ロジスティック回帰モデルを使

用して、睡眠時間の、うつ症状又は

不安症状に関するオッズ比（OR）と

95%信頼区間（95%CI）が算出され

た。 
・共変量として、教育年数、喫煙状況、

飲酒状況、BMI、PHQ9、GAD-7 が調

整された。 

・すべての対象者が、過去 1 か

月間の毎日の平均睡眠時間

を尋ねられた。睡眠時間は次

の 3 つのグループに分類さ

れた：短い（<7 時間）、通常

（7～9 時間）、長い（≥9 時

間）。通常（7～9 時間）を対

照群とした。 
 

・ 調 査 は

2019 年 1
月 か ら

2019 年 10
月まで実

施された。 

・平均睡眠時間は 6.75±1.11 時間であった。 
・通常の睡眠と比較して、短い睡眠は抑うつ症状

と正の関連を示した（調整前 OR=1.90、95%CI：
1.70-2.12、調整後 OR=1.75、95%CI：1.52-2.02)。
短い睡眠は調整前のモデルでは、不安症状と

も有意に関連していたが（OR=1.69、95%CI：
1.50-1.89）、調整後はわずかに有意水準に達し

なかった（OR=1.15、95%CI：0.99-1.33）。 
・なお、長い睡眠は通常の睡眠と比較して、調整

前のモデルでは、うつ症状と不安症状のいず

れも、負の関連を示していたが（それぞれ

OR=0.72、95%CI：0.54-0.95、OR=0.67、95%CI：
0.50-0.88）、調整後は有意でなかった（それぞ

れ OR=0.88、95%CI：0.61-1.26、OR=0.76、
95%CI：0.53-1.09）。 

・この研究の限界は、調査サンプルは中国の広東

省の成人のみを対象としているため、結果は

中国の一般人口を表していない可能性がある

こと、対象者が実際の睡眠時間とベッドに横

たわっている時間の定義を誤解する可能性が

あること、客観的な睡眠測定がないこと、横断

的研究のために因果関係を結論できないこと

である。 

Chen X et 
al., 2020 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

4 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・ベトナムの産業労働者

のコホートにおけるう

つ病性障害の有病率と

それらの潜在的な関連

要因を調べた。 
・ベトナムのハノイとバ

グニンの工業地帯から、

289人の労働者を対象と

した。 
 

・うつ病の重症度のレベルは、精神障

害の診断と統計マニュアル（DSM-
IV）基準に基づくうつ病スクリーニ

ン グ ツ ー ル Patient Health 
Questionnaire（PHQ）-9 を使用して評

価した（合計スコア：0～27）。うつ

病の重症度は、なし（0～4）、軽度（5
～9）、中程度（10～14）、重度（15～
19）、およびきわめて重度（≥20）に

分類された。 
・一般化線形混合モデル（GLMM）を

適用して、回答者のうつ状態に関連

する要因を特定した。 
・対象者に性別、年齢、学歴、婚姻状

況、月収、子供の数に関する情報を

報告させた。また、移民労働者であ

るかどうか、すなわち仕事のために

工場のある地域ではない国の地域

から移住したかどうかに関する情

報も収集した。 
・共変量の調整は実施しなかった。 

・1 日あたりの労働時間数は、

20 分間の対面でのインタビ

ューで聞き取りを行った。 

・ 調 査 は

2018 年 7
月から 9
月に行わ

れた。 
 

・対象者の 1 日の平均労働時間はおよそ 8 時間

であった。うつ病群の平均労働時間：8.5±1.2 時

間、非うつ病群の平均労働時間：8.1±0.5 時間

であった（<0.01）。 
・対象者のうち、うつ病の有病率は 38.6%であっ

た。非うつ病群の平均 PHQ-9 スコアは 1.5、う
つ病群のこのスコアは 9.1 であった。 

・うつ病および PHQ-9 スコア上昇の可能性と正

の相関があった要因は、長時間労働、より多く

の健康問題に苦しんでいること、職場におけ

る健康被害へのばく露であった（p<0.05）。 
・うつ病を患った労働者は、職場で有毒ガスに晒

される状況にあり、また事故を起こしやすい

危険に晒されていた（p<0.01）。 
・一方で、女性であること、子供が多いこと、両

親と同居していること、喫煙していること、地

元の労働者であることは、うつ病になる可能

性が低いことと相関していた（p<0.05）。 
 

Tran BX 
et al., 
2019 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

5 コホート

研究（睡眠

時間に関

する研究） 

・臨床研修への参加をス

トレスへのばく露とし

て、睡眠障害とストレス

による不安症状の持続

時間の役割を調べるこ

とを目的とした。 
・臨床研修の 1年目の研修

医を対象に、四半期の前

後で Web ベースの調査

を行った 1,342 人のう

ち、不安症状があると回

答した 1,336 人を解析対

象とした。 

・臨床研修開始前に、不安、抑うつ、

睡眠の測定値とともに、年齢、性別、

専門分野が調査された。 
・全般性不安障害（GAD）の症状は、

全般性不安障害 7 項目スケール

（GAD-7）を使用して測定された。

スコアが 10 以上の場合、スクリーニ

ングで陽性と解釈した。 
・うつ病の症状は、Patient Health 

Questionnaire-9（PHQ-9）で測定さ

れた。スコアが 10 以上の場合、う

つ病のスクリーニングで陽性と解

釈した。 
・GAD-7 と PHQ-9 をインターンシッ

プ期間中、四半期ごとに繰り返し実

施した。 
・混合効果ロジスティック回帰モデル

を用いて、インターンシップ前の睡

眠障害とインターンシップ中の睡

眠時間が、不安症状をどのように予

測したかを調べた。 
・共変量として、年齢、性別、労働時

間、不安症状、インターンシップ中

のうつ病の症状、調査時期インター

ン前の短い睡眠インターン中の睡

眠時間を調整した。 
 

・臨床研修開始前に、ピッツバ

ーグ睡眠品質指数（PSQI）を
用いて、睡眠の質を評価し

た。スコア 5 以下が、質の良

い睡眠と定義された。 
・PSQI 項目＃4a（「過去 1 か月

間に、実際に夜に何時間睡眠

をとったか」）への回答を使

用して、インターンシップ前

の睡眠時間を推定した。 
・インターンシップ中に睡眠

時間の調査が四半期ごとに

繰り返され、「過去 1 週間に、

平均して 1 日 1 泊何時間眠

ったか？」を尋ねた。また週

ごとの労働時間も見積もっ

た。 
・夜間平均 6 時間以下の睡眠

を短い睡眠時間とした。 

・インター

ンシップ

の四半期

の前後 
 

・インターンシップ前の睡眠の質が、インターン

シップ中の睡眠時間を予測できるかを検討し

た結果、インターンシップ前に睡眠不足であ

った人は、インターンシップ中に睡眠が短く

なる（6 時間以下）リスクが、睡眠不足でなか

った人の 2 倍以上（オッズ比（OR）=2.38、
95%CI：1.61-3.57）であった。このとき、ロジ

スティック混合モデルにおいて、性別（p＝
0.17）、インターンシップ前の不安状態（p＝
0.61）、労働時間（OR＝1.09、95%CI：1.08-1.10）、
調査時期（p＝0.61）を共変量として調整した。 

・また、睡眠不足の人は、GAD 陽性のリスク

が 2 倍であった（OR=2.08、95%CI：1.26-
3.45）。このモデルでは労働時間、インター

ンシップ中のうつ病の症状の共変量につい

て調整した。 
・入眠障害は、ストレス下での不安神経症の発症

を強く予測した（OR=3.55、95%CI：1.49-8.45）。
このモデルではインターン前の短い睡眠、イ

ンターン中の睡眠時間の共変量について調整

した。 
・インターン前に睡眠時間に問題なかった対象

者で、インターン中の不安症状の発症率を検

討すると、インターンシップ中の短い睡眠は、

現在の不安症状（b=-0.26、95%CI：-0.38--0.14、
p<0.001）および将来の不安症状を強く予測す

ることがわかった（b=-0.39、95%CI：-0.76--
0.03、p=0.03）。 

 

Kalmbach 
DA et al., 
2019 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

6 記述疫学

（労働時

間に関す

る研究） 

・日本政府および関係機

関のデータを用いて、請

求と補償の年、年齢、職

種、労働時間、労働イベ

ントなどの関連要因に

基づき、地方公務員の過

労関連の脳血管/心血管

疾患（CCVD）と精神障

害の発生率を含む最近

の傾向を調査した。 
 

・報告書、白書をもとに補償された症

例の発生率を算出した（2013〜2015
年における地方公務員の過労関連

障害の補償に関する年次報告書

（2016、2017 年に基金が発行）、過

労関連障害に関する白書（2016 年に

厚生労働省が発行）、2013～2015 年

における職種別地方公務員の総数

報告（2015、2016 年に日本地方自治

体労働安全衛生協会が毎年発行）。 
・1999 年から 2015 年までの請求と補

償の事例の年間傾向をレビューし、

2013 年から 2015 年までの年齢、職

種、労働時間、および労働イベント

ごとに過労関連障害の状況を分析

した。 
・また、時間外労働時間別に精神障害

の補償事例の割合を調査した。時間

外労働時間を、20 時間未満、20～39
時間、40～59 時間、60～79 時間、80
～99 時間、100 時間以上の 6 つの区

分に分け、それぞれの割合を調査し

た。 
・業務関連事象別にも、精神障害の補

償事例の割合を調査している。業務

関連事象は、仕事量の多さ（長時間

労働）、住民との関係、業務上の非常

に厳しい出来事、対人関係、仕事の

質、人事異動、スキャンダル、重大

なミス、業務管理体制、昇進、勤務

中の作業形態の 11 の区分であり、そ

れぞれの割合を調査した。※長時間

労働を何時間以上の労働とするか

本文中に記載なし。 
 

・時間外労働時間別に地方公

務員の補償事例の割合も調

査している。時間外労働時間

は、20 時間未満、20～39 時

間、40～59 時間、60～79 時

間、80～99 時間、100 時間以

上の 6 つの区分に分けられ

た。 

・ 2013 ～

2015 年の

データを

分析した。 
・分析を実

施した期

間は本文

中に記載

なし。 

・精神障害の補償を受けている個人の半数以上

が 30 歳代以下であった。精神障害の症例の約

47%は、長時間労働以外の労働関連の要因（業

務上のセクシャルハラスメント、暴力、事故、

および自然災害）によって補償された。 
・職種別の発生率は、補償された CCVD と精神

障害の症例でそれぞれ「警察官」と「消防署職

員」の間で最も高かった。 
・精神障害の補償事例を時間外労働時間別に調

べた結果、100 時間以上の残業をしている群が

最も高い割合を占めた（20%以上）。 
・また、精神障害の補償事例を業務関連事象別に

調べ、長時間労働を評価した補償事例は 19.8%
であった。 

・この研究の限界は、日本の地方公務員の過労関

連障害に関するデータに限られており、デー

タが不足していることである。 

Yamauchi 
T. et al., 
2018 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

7 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・研究対象者は、「韓国健

康 栄 養 調 査

（KNHANES）2013」か

ら抽出し、身体障害によ

り日常生活に制限があ

る者、妊婦、メンタルヘ

ルスに関するデータが

欠落している者を除外

した結果、20歳以上の韓

国の一般成人 4,674 人

（男性 1,938 人、女性

2,736 人）とした。 
・自記式質問票を使用し

て、睡眠時間とストレス

症状および希死念慮と

の関連を調査。 
・対象者のうち、51.4%が

女性、19.1%が 60 歳以

上、12.5%が 2 つ以上の

慢性疾患を持つ者であ

った。 
 

・結果の値は、加重平均±標準誤差（SE）
（詳細不明）で表した。p<0.05 が統

計的に有意であるとした。 
・説明変数を睡眠時間、目的変数をス

トレス症状の有無、又は、説明変数

を睡眠時間、目的変数を希死念慮の

有無として検討した。 
・睡眠時間に応じた統計的な有意性

は、χ²検定を使用して評価した。ロジ

スティック回帰分析を使用して、共

変量を調整した後、睡眠時間からス

トレス症状および希死念慮のリス

クを予測した。 
・睡眠時間、座っている時間と身体活

動性がストレス症状および希死念

慮に及ぼす独立した影響を調べる

ために、それぞれのカテゴリデータ

を単一モデル分析に含めた。 
・共変量として、年齢、性別、肥満度

指数（BMI）、教育レベル、世帯収入、

職業状態、生活状況、婚姻状況、喫

煙状況、アルコール摂取量、慢性疾

患の数などの潜在的な交絡因子が

解析に含まれた。共変量は、一般的

な健康アンケートを使用して測定

された。世帯収入は全人口の四分位

数で分類し、教育レベルは「高校未

満」、「高校」、「高校以上」に分類し、

飲酒は「全くない」、「週に 1 回以下」、

「週に 2〜3 回」、「≥4 回/週」、喫煙状

況は「非喫煙者」、「元喫煙者」、「現

在喫煙者」に分類した。BMI は、韓

国肥満研究協会の勧告に基づき、正

常体重は（<25 kg/m2）、肥満は（≥25  
kg/m2）と定義した。 

・睡眠時間は自記式質問票を

使用して測定。報告された睡

眠時間に基づき、3 つのグル

ープに分類した。（≤5 時間/
日、6 時間/日、≥7 時間/日（対

照群）） 
・睡眠障害国際分類（ICSD）の

定義に基づき、短い睡眠時間

は≤5 時間/日と定義した。 
・「過去 1 年間に 2 週間以上、

悲しみや絶望感を感じ、日常

生活に支障をきたしたこと

があるか？」という質問に

「ある」と回答した場合を

「ストレス症状がある」と定

義した。 
・「過去 12 か月間に自殺を考

えたか？」という質問に「は

い」と回答した対象者は「希

死念慮がある」と定義した。 
 

・韓国健康

栄養調査

（ KNHA
NES）2013
のデータ

から抽出

された。 
・調査期間

は本文中

に記載な

し。 
 

・対象者の 24.1%がストレスを感じていた（男性

の 23.0%、女性の 25.1%）。 
・対象者の 4.1%が希死念慮を持っていた（男性

の 2.8%、女性の 5.4%）。 
・睡眠時間は、ストレス症状（p<0.001）および

希死念慮（p<0.001）の頻度と有意な負の関連

があり、5 時間未満の睡眠でそれぞれ最も頻度

が高かった。 
・ロジスティック回帰分析では、睡眠時間が 5 時

間/日以下（オッズ比（OR）=1.88、95%信頼区

間（95%CI）：1.48-2.38）および 6 時間/日
（OR=1.36、95%CI：1.14-1.63）であると報告

した対象者では、≥7 時間/日の対象者と比較し

てストレス症状の OR が有意に高かった。 
・ロジスティック回帰分析では、睡眠時間が 5 時

間/日以下（OR=1.75、95%CI：1.17-2.62）およ

び 6 時間/日（OR=1.49、95%CI：1.06-2.11）で

あると報告した対象者では、≥7 時間/日の対象

者と比較して希死念慮のリスクが高いことが

わかった。 
・また、性別および年代別の分析の結果、睡眠時

間 5 時間未満は 7 時間以上と比べて、ストレ

ス症状は女性（OR=2.16、95%CI：1.59-2.94）
およびすべての年代で有意であり、希死念慮

は女性および 60 歳以上（OR=2.08、95%CI：
1.18-3.69）で有意であった。 

・この研究の限界は、睡眠時間が自己申告による

ものであること、睡眠障害又は睡眠関連障害

のための薬物療法による影響を除外する必要

があることである。 
 

An Keun 
Ok et al., 
2015 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

8 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・韓国人の睡眠時間とメ

ンタルヘルスおよび慢

性疾患の有病率との関

連を調査することを目

的とした。 
・韓国国民健康栄養調査V
（ 2010–2012）の対象

31,596 人のうち、睡眠時

間に関する項目に回答

した、19 歳以上の成人

17,638 人が分析対象と

された。 

・目的変数のメンタルヘルス（ストレ

ス知覚、うつ症状の有無、カウンセ

リング、希死念慮）については複数

の質問を用いて評価された。ストレ

ス知覚は、高、低、およびほとんど

なしに分類され、うつ症状の有無

（過去 1 年に 2 週間以上持続する日

常生活に支障があるような悲しみ、

絶望を経験したか）、精神医学的カ

ウンセリングを過去 1 年に受けたこ

とがあるか、および過去 1 年に自殺

を考えたことがあるか（希死念慮）

の評価は、ありとなしで評価し分類

された。うつ病については、2 週間

以上継続的なうつ症状の経験があ

る人とない人に分けられた。 
・ロジスティック回帰を用いて、睡眠

時間とメンタルヘルスおよび慢性

疾患の有病率の間の関連を評価し

た。 
・共変量として、年齢、性別、収入、

教育、職業、婚姻状況、飲酒、喫煙、

主観的健康、BMI、医療の利用、日

常生活のレベル、安静先月、先月の

欠勤が調整された。 

・睡眠時間は、「あなたは 1 日

に何時間寝ますか？」という

質問で尋ねられた。 
・睡眠時間は、1 日あたり平均

6 時間以下（短い）、7～8 時

間、および 9 時間以上（長

い）の睡眠に分類された。 

・調査は

2010 年か

ら 2012 年

までに実

施され

た。 
 

・うつ症状がある対象者の睡眠時間は、男性で 6
時間以下が 45.0%、7～8 時間が 45.2%、9 時間

以上が 9.8%であった。女性では 6 時間以下が

47.3%、7～8 時間が 43.4%、9 時間以上が 9.4%
であった。 

・女性で、短い睡眠時間の場合にうつ病のリスク

が高かった（オッズ比（OR）=1.71、95%CI：
1.40-2.09）が、男性では睡眠時間とうつ症状と

の間に関連がなかった。 
・希死念慮は、男性で、短い睡眠時間の場合に希

死念慮のリスクが高かった（OR=1.39、95%CI：
1.09-1.76）が、女性では睡眠時間と希死念慮の

間に関連がなかった。 
・この研究の限界は、横断研究であり関連の方向

性を結論できないこと、データ収集が自己報

告に依存しているため、有効性と信頼性は疑

わしい可能性があること、睡眠又は睡眠関連

障害の病歴は調査されなかったため、睡眠障

害の問題の完全な評価が制限されていること

である。 

Lee MS et 
al., 2015 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

9 
 

システマ

ティック

レビュー

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・睡眠時間とうつ病の発

生率に関する縦断的研

究を対象としたシステ

マティックレビュー。 
・次の条件を満たす文献

が対象となった。 
①成人を対象にした前向

き研究 
②複数の連続した機会に

わたる質問票又は客観

的測定によって睡眠時

間を評価 
③評価尺度又は医師の診

断によってうつ病を確

認 
④評価の最短期間が 6 か 
 月 
 

・PubMed と Web of Science を用いて文

献を検索した。 
・うつ病の診断は、臨床的うつ症状の

自己申告（※詳細不明）、Zung self-
rating うつ病スケール、簡易版 CES-
D、DSM-IV、Geriatric うつ病スケー

ルを用いて行われた。 
・多変量調整相対リスク（ER）と 95%
信頼区間（95%CI）を算出した。 

・変量効果モデルを用いて、プールさ

れた相対リスク（RR＊）と 95%CI が
計算された。 

＊RR は疾病群におけるリスクと対照

群におけるリスクの比であり、リス

ク比 1 は、比較群間に差異がないこ

とを意味する。 

・睡眠時間は、質問票（自己申

告）又はアクチグラフで測定

された。 
・睡眠時間の長さのカテゴリ

は、各論文の定義をそのまま

採用してまとめた。 
・レビューした 6 件の文献で

は、睡眠時間の長さのカテゴ

リについて、それぞれ次のグ

ループに分けられた検討が

されていた：研究①：>7 時

間（対照群）、≤7 時間（短時

間睡眠）、研究②：≥6.82 時間

（対照群）、<5.57 時間（短時

間睡眠）、研究③：7～8 時間

（対照群）、<6 時間（短時間

睡眠）、≥9 時間（長時間睡

眠）、研究④：7 時間（対照

群）、<6 時間（短時間睡眠）、

>8 時間（長時間睡眠）、研究

⑤：6～8 時間（対照群）、≤5
時間（短時間睡眠）、>8 時間

（長時間睡眠）、研究⑥：5～
8 時間（対照群）、<5 時間（短

時間睡眠）、>8 時間（長時間

睡眠）。 

・2014 年 10
月 22 日ま

でに発表

された論

文が対象

となった。 

・短い睡眠時間の 25,271 人の対象者と長い睡眠

時間の 23,663 人の対象者を含む 7 つの前向き

研究を対象とした。 
・うつ病のプールされた RR は、通常の睡眠時間

と比較し、短い睡眠時間で 1.31（95%CI：1.04-
1.64）であり、有意なリスクファクターであっ

た。なお、長い睡眠時間の場合の RR は 1.42
（95%CI：1.04-1.92）であった。 

・この研究の限界は、交絡因子を測定した研究が

少なく、メタアナリシスでは交絡因子が十分

に考慮できなかったこと、用量反応分析がで

きなかったこと、睡眠時間が質問票又はアク

チグラフで測定されており、測定誤差があり

得ることである。 

Zhai L et 
al., 2015 
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

10 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・韓国における長時間労

働と希死念慮との関連

を調査した。また、長時

間労働と睡眠障害の複

合効果を推定した。 
・第 4 回および第 5 回韓国

国 民 健 康 栄 養 調 査
(Korea National Health 
and Nutrition Examination 
Survey: KNHANES)に参

加した 12,076 人（男性

7,164 人、女性 4,912 人）

のデータを使用した。 

・多変量ロジスティック回帰モデルを

使用して、希死念慮を目的変数、長

時間労働と社会経済的地位の低下

又は睡眠障害の複合効果を説明変

数として、オッズ比（OR）とその 95%
信頼区間（95%CI）を推定し、関連性

を評価した。複合効果を調べるため

に、労働時間と他の交絡変数（世帯

収入、睡眠時間、職業）の間のダミ

ー変数を分類し、交絡を伴う週 52 時

間未満の労働者との関係で OR と

95%CI を推定した。 
・職業は、ホワイトカラー（マネージ

ャー、専門家）、ピンクカラー（事務

員、サービス、セールスワーカー）、

ブルーカラー（工芸/商人、機械オペ

レーターと組み立て業者、基本的な

手動労働者）に分類された。勤務形

態は、通常勤務と交代勤務に分類さ

れた。 
・希死念慮は、「過去 1 年間に死ぬこと

をいとわなかったことがあります

か？」と質問し、この質問に対する

回答から判断し、χ²検定と t 検定を使

用して比較した。 
・共変量として、世帯収入、婚姻状況、

および健康関連（喫煙歴、アルコー

ル摂取、定期的な身体活動、既往症

の有無、高血圧、糖尿病）の特性を

調整した。 
・共変量は、2 つのモデルを用いて調

整された（モデル I：年齢、睡眠時間、

仕事の特性、モデル II：世帯収入、

婚姻状況、高血圧又は糖尿病の病

歴、健康関連の行動、および過去 2
週間の怪我、中毒、および急性又は

慢性疾患の既往）。 

・1 週間の労働時間（食事と休

憩を含まない）の評価は、自

記式質問票を使用して測定

した。 
・1週間あたりの労働時間は52
時間未満、52 時間以上 59 時

間以下、60 時間以上の 3 グ

ループに分類された。 
・週 52 時間未満の労働時間を

対照群とした。 
・睡眠時間は、5 時間以下、6～

9 時間、10 時間以上の 3 グ

ループに分類された。睡眠時

間 6～9 時間を対照群とし

た。 
 

・調査期間

は本文中

に記載な

し。 

・長時間労働と希死念慮には性別に関わらず相

関が見られた。 
・モデルⅡにおいて、週 52 時間未満の労働者と

比較して、労働時間が週 60 時間以上の労働者

の希死念慮の OR と 95%CI は、男性で

OR=1.36、95%CI：1.09-1.70、女性で OR=1.38、
95%CI：1.11-1.72 であった。 

・この睡眠時間の関連は、高収入のグループ中の

比較、低収入の中での比較、ホワイトカラーの

中の比較、ブルーカラーの中の比較でも男女

それぞれ有意であった。 
・さらに、希死念慮の割合は、男性で 6～9 時間

と比較して 5 時間以下のグループで有意に高

かった（1.51、95%CI：1.13-2.02）。 
・睡眠量が十分で週に 60 時間以上働いている労

働者の OR（95%CI）は、男性で 1.87（1.29-2.71）、
女性で 1.98（1.32-3.00）であり、睡眠量が不十

分で週に 60 時間以上働いた労働者の OR
（95%CI）に関しては、男性で 1.82（1.35-2.44）、
女性で 1.69（1.28-2.24）であった。 

・希死念慮の割合は、1 週間あたりの労働時間の

増加に応じて増加した（p<0.05）。 
・この研究の限界は、横断的研究デザインであ

り、長時間労働と希死念慮との因果関係を決

定できないこと、仕事の要求と管理又は努力

と報酬の不均衡を含む職業性ストレス要因

は、希死念慮のリスクとは見なされていない

こと、長時間労働は、高い仕事の需要や努力を

表す可能性があること、努力次第で長時間労

働は健康への悪影響を緩和し得る報酬を得る

ことができることである。 

Yoon JH. 
et al., 
2015 

3-11
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

11 システマ

ティック

レビュー

（労働時

間に関す

る研究） 

・職場環境と抑うつ症状

との関係を評価するた

めの系統的レビュー。 
・次の基準を満たす論文

が対象となった： 
①欧州および英語圏の国

の研究 
②ばく露と結果との関連

を説明する定量化され

た結果を含む 
③100人以上の対象者によ

る前向き研究又は同等

の症例対照研究 
④1～5 年のフォローアッ

プ後、ばく露とベースラ

イン時での転帰の評価

を含む 
⑤年齢および性別の調整

又は層別化が行われて

いる 

・PubMed、Embase、PsycINFO、Arbline
（スウェーデンのデータベース）、

Cochrane ラ イ ブ ラ リ お よ び

NIOSHTIC-2 のデータベースを用い

て文献が検索された。 
・検索された文献は、産業医学の専門

家および精神科医による要約のス

クリーニングと全文の評価が行わ

れた後、各分野の専門家により研究

の関連性と質が評価された。 
・GRADE（Grading of Recommendations, 

Assessment, Development and 
Evaluation）システムを用いて化学的

証拠が体系的に評価された。GRADE
システムは 4 段階評価である

（GRADE 1：ばく露とうつ病の転帰

について関連性の有無を判断でき

ない、GRADE 2：ばく露とうつ病の

転帰に関連性がある科学的根拠が

ある、GRADE 3：ばく露とうつ病の

転帰に関連性がある科学的根拠が

あり、データの整合性や影響の大き

さについても検討されておりエビ

デンスの質が高い、GRADE 4：本文

中に記載なし）。 
・職場環境要因と抑うつ症状との関連

についてメタアナリシスが行われ、

ロジスティック回帰分析によるオ

ッズ比（OR）と 95%信頼区間

（95%CI）が算出された。 

・本文中に記載なし。 ・1990 年か

ら 2013 年

6月までの

間に発表

された文

献が検索

の対象と

なった。 

・スクリーニングにより、文献 59 件が特定され

た。 
・心理的要求、努力報酬の不均衡、サポートの低

さ、不利な社会情勢、公正性の欠如、対立、限

定された裁量、仕事の不安、長時間労働とうつ

病に関連する研究については、GRADE 2 と評

価された。 
・ばく露の客観的評価に基づいた研究はほとん

どなく、質問票に基づく主観的評価が使用さ

れていた。 
・抑うつ症状の発症との関連について、仕事の緊

張、意思決定の自由度の低さ、およびいじめに

おいて強い証拠（GRADE 3）が認められた。

その中でもいじめと抑うつ症状の発症との関

連に関する研究では、所見の一貫性が見られ、

いじめは抑うつ症状を悪化させるリスクが高

かった（OR=2.82、95%CI：2.21-3.59）。 
・うつ病の転帰に関する研究では、面接官による

面接（主に Composite International Diagnostic 
Interview ： CIDI ） と 質 問 票 （ Center for 
Epidemiological Studies Depression Scale：CES-
D、Hospital Anxiety and Depression Scale：HAD、

Hamilton Depression Scale：HRSD 等）の両方が

使用されていた。 
・この研究の限界は、労働条件と抑うつ症状が自

己申告であった点、多くの実証的研究が行わ

れていない作業環境要因を過小評価していた

可能性がある点である。 
 

Theorell T 
et al., 
2015 

3-12
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

12 横断研究

（労働時

間および

睡眠時間

に関する

研究） 

・中国の医師の不安と抑

うつ症状を定量化し、関

連する危険因子を評価

することを目的とした。 
・中国南部の深圳の公立

病院で働く 2,738 人の医

師が調査に参加し、回答

の欠落の少ない 2,641 人

が解析対象であった。 

・精神的健康状態は、ツング自己評価

不安尺度（SAS）とツング自己評価

うつ病尺度（SDS）によって測定さ

れた。不安症状は、SASスコアが 50
以上と定義し、抑うつ症状は SDS ス

コア 53 以上と定義した。 
・多変量ロジスティック回帰モデル

を用いて、不安および抑うつ症状

を目的変数、睡眠時間および労働

時間を説明変数としてオッズ比

（OR）と 95%信頼区間（95%CI）
を推定し、有意な危険因子か検討

した。 
・共変量として、年齢、性別、教育歴、

婚姻状態、主観的健康観、職級、部

署、病院の階級、対立や暴力に合う

頻度、身体活動、喫煙習慣が調整さ

れた。 

・睡眠と労働時間は自記式質

問票によって評価された（評

価方法の詳細は本文中に記

述なし）。 
・睡眠時間は、6 時間未満、6～

8 時間、8 時間以上に分類し、

8 時間以上を対照群とした。 
・労働時間は、35～44 時間、45
～59 時間、60～69 時間、70
時間以上に分類し、35～44
時間を対照群とした。 

・2009年6月
から 2009
年 10 月ま

でにデー

タが収集

された。 

・男性医師と比較して、女性医師は不安

（OR=1.81、95%CI：1.37-2.38）と抑うつ症状

（OR=1.57、95%CI：1.21-2.03）のリスクが高

かった。 
・自己申告による週 60 時間以上の労働時間

は、不安（60～69 時間の OR=1.74 、95%CI：
1.24-2.43、70 時間以上の OR=1.94 、95%CI：
1.30-2.90）又は抑うつ症状（60～69 時間の

OR=1.56、95%CI：1.14-2.13、70 時間以上の

OR=1.90、95%CI：1.31-2.77）のリスクが高

かった。 
・対照群（8 時間以上の睡眠）に比べて、6～8 時

間の睡眠（OR=1.76、95%CI：1.17-2.66)、6 時

間未満の睡眠（OR=2.70、95%CI：1.51-4.83）
は、不安症状と有意に関連していた。 

・この研究の限界は、横断的研究であるため、因

果関係を確立することができないこと、対象

者は大都市の公立病院で働く医師に限定され

ており、他の地域や他の種類の医療施設への

一般化可能性は低いこと、抑うつ症状と燃え

尽き症候群との間に中程度の相関関係がある

ことが報告されていることから、燃え尽き症

候群と抑うつ症状を区別することが困難にな

り、医師の間で抑うつ症状の有病率を過大評

価している可能性があることである。 

Gong Y et 
al., 2014 

3-13
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

13 システマ

ティック

レビュー

（労働時

間に関す

る研究） 

・長時間労働と健康との

関連について調べるこ

とを目的とした。 
・長時間労働の定義の違

いと交代制勤務の影響

を排除して、次の基準を

満たす論文が対象とな

った。 
①英語で出版され、査読さ

れている 
②前向きコホート、症例対

照研究、および横断研究 
③標準的な労働時間の対

照群（約 40 時間/週、8 時

間/日）を含む 
④勤務計画による階層化

又は共変量としての調

整が行われない限り、シ

フト労働者を対象に含

まない 

・MEDLINE および PsycINFO によ

り、以下を検索ワードとして文献

が検索された。“work hours”, 
“workhours”, “working hours”, “long 
hours,” “extended hours”, “overtime”, 
“overwork”, and “extended work”. 

・解析に関する詳細な情報は本文中に

なし。 

・労働時間は仕事に費やされ

た時間と定義され、持ち帰っ

た仕事の労働時間を含めた

総労働時間とした。 
・労働時間は 1 日、1 週間、又

は 1 か月あたりの労働時間、

もしくは通常の労働時間と

残業労働時間が示された。 
・労働時間の分類はレビュー

した各文献により異なって

いた。 

・1995 年か

ら 2012 年

までの間

に公開さ

れた文献

が対象と

なった。 

・合計 17 の文献と 19 の研究（12 の前向きコ

ホートと 7 つの横断研究）が特定された。ア

ウトカムは、すべての原因による死亡、循環

器疾患、真性糖尿病、メタボリックシンドロ

ーム、抑うつ状態、不安、その他の精神障害、

睡眠状態、認知機能、および健康関連行動で

あった。 
・長時間労働は、抑うつ状態、不安、睡眠状態、

および冠状動脈性心疾患に関連していると結

論づけられた。 
・交代制勤務の影響については、1 つのメタアナ

リシスにより、交代勤務自体が労働者の健康

リスクを高めている可能性が示された。長時

間労働の全体的な相対リスクは 1.80（95%CI：
1.42-2.29）であったが、交代勤務を含まない日

中の労働者に限定したサブグループ分析で

は、相対リスクが 1.51（95%CI：1.12-2.03）で

あった。 
・この研究の限界は、文献の選択や出版に関する

バイアス、タイムレコーダーを使用した研究

は 2 つのみで労働時間の測定が不正確な場合

が含まれることである。 

Bannai A 
et al., 
2014 

3-14
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

14 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・定期健診で健康調査に

参加し、精神疾患の既往

歴のない 1.197 人の労働

者（日勤）を対象とした。

そのうち 1,668 人から調

査に同意を得られた。 
・調査の対象者のうち、精

神障害の病歴を持つ、
Center for Epidemiologic 
Studies Depression（CES-
D）スケールで 5 つ以上

の項目が欠落している、

就寝時間又は起床時間

に欠落がある、非正規雇

用である労働者は除外

した。最終的に 1,197 人

（男性1,029人、女性168
人）を解析対象とした。 

・健康診断で生化学的情報（年齢、性

別）、既往歴、喫煙歴、飲酒習慣等に

関する情報を収集した。 
・うつ病の症状は、CES-D スケールを

用いて評価。スコアが 16 以上で抑う

つ症状があると定義された。日本人

に適しているとされるカットオフ

値（≥19）も設定し、検討に用いた。 
・就寝時刻および睡眠時間は自己記入

式の質問票を使用して記録した。 
・その他自記式の調査票を用いて、身

体活動、雇用形態（正規雇用又はそ

れ以外）、職種、残業量、通勤時間、

等ライフスタイルや就労に関する

情報を収集した。 
・多重ロジスティック回帰分析を用

いて、就寝時刻又は睡眠時間と抑

うつ症状との関連（オッズ比：OR
と 95%信頼区間：95%CI）を推定し

た。 

・普段の就寝時刻と起床時刻

は自己記入式の質問票を使

用して記録。 
・睡眠時間は就寝時刻と起床

時刻の差に基づき計算さ

れた。 
・回答から就寝時刻は 23：00
より前、23：00～23：59（対

照群）、0：00～0：59、1：00
以降の 4 つのグループに分

けられた。 
・睡眠時間は 6 時間未満、6～

7 時間未満（対照群）、7～8
時間未満、および 8 時間以上

の 4 つのグループに分けら

れた。 

・定期健診

は 2011 年

に実施。 

・1,197 人のうち、男性 252 人（24.5%）と女性

57 人（33.9%）が抑うつ症状を持っていると特

定された。睡眠時間と抑うつ症状の関連を調

べた結果、対照群（6～7 時間睡眠）と比較し

て、6 時間未満の睡眠で抑うつ症状のリスクが

高かった（OR＝1.57、95%CI：1.08-2.29）。7 時

間以上の睡眠（7～8 時間未満および 8 時間以

上）では関連はなかった。 
・より高いカットオフ値（CES-D スコア≥19）を

選択し、睡眠時間と抑うつ症状の関係を調べ

た結果、6 時間未満の睡眠と抑うつ症状との関

連がより強く示された（OR=2.17、95%CI：1.42-
3.32）。これは主観的な睡眠の充足率を調整し

た後も変わらなかった（OR=1.9、95%CI：1.22-
2.95）。 

・CES-D スコア≥16 の場合の分析では関連性が

見られなかったが、CES-D スコア≥19 とし、就

寝時間と抑うつ症状の関係を調べた結果、対

照群と比較して、23:00 より前（早期就寝）で

抑うつ症状のリスクが高かった（OR=1.68、
95%CI：0.99-2.85）。 

・この研究の限界は、横断研究であるため因果関

係を示すことができないこと、入眠時に関す

る情報を収集していないこと、ストレスに関

する情報（他者とのトラブル、仕事上の負担、

仕事以外の不安等）を収集していないこと、対

象は日本の大手製造会社の日勤の社員であ

り、一般化されない可能性があることである。 

Sakamoto 
Nobuaki 
et al, 
2013 

3-15
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

15 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・アメリカの麻酔科医に

おける燃え尽き症候群

とうつ病の有病率を決

定することを目的とし

た。 
・アメリカの 2,773 人の麻

酔科医に調査票が送付

され、そのうち 1,508 人

（回答率 54%）から回答

が得られた。そのうち、

燃え尽き症候群につい

て 91 人、うつ病につい

て 124 人から回答が得

られなかった。 
・うつ病に関しては、回答

の得られた 1,384 人を解

析対象とした。 

・二変量ロジスティック回帰分析を用

いて、回答者の特性の、燃え尽き症

候群又はうつ病に対するオッズ比

（OR）と 95%信頼区間（95%CI）を

算出した。 
・質問票は、人口統計学的要因、燃え

尽き症候群、うつ病を調査する

Harvard うつ病スケールの 5 項目、

麻酔科医のベストプラクティスを

評価するために設計された 10 の質

問、および自己申告のエラーを評価

する 7 つの質問が含まれていた。 
・燃え尽き症候群は、Maslach Burnout 

Inventory—Human Services Survey 
(MBI-HSS)を用いて測定された。燃

え尽き症候群のリスクが高いとは、

2 つ以上のサブスケールで中程度の

高い又は高い燃え尽き症候群のサ

ブスケールスコアを持つ回答者と

して定義された。 
・ う つ 病 は the Harvard National 

Depression Screening Day Scale 
(HANDS)を用いて測定された。上 3
分の 1（>9）のスコアが、うつ病と

定義された。 

・週あたりの労働時間は質問

票で測定された（本文中に詳

細の記載なし。） 
 

・本文中に

記載なし。 
・回答者のうち、22%（1,384 人中 298 人）がう

つ病について陽性とスクリーニングされた。

二変量の解析では、うつ病の陽性は週に 70 時

間以上の労働（OR=2.90、95%CI：1.87-4.50）
と関連していた。70 時間以上の労働は、喫煙、

性別、アルコールで調整しても有意であった

（p<0.001）。 
・この研究の限界は、横断研究のために因果関係

を結論できないこと、測定が自己申告である

ことである。 

De 
Oliveira, 
G.S.Jr. et 
al., 2013 

3-16
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

16 コホート

研究（労働

時間に関

する研究） 

・ベースライン時に精神

疾患等の症状がないイ

ギ リ ス の 公 務 員

（Whitehall II study）（男

性 1626 人、女性 497 人、

ベースライン時の平均

年齢 47 歳）が対象であ

った。 
・ 大 う つ エ ピ ソ ー ド

（MDE）の発症はフォ

ローアップ時に複合国

際判断面接（CIDI）を用

いて評価した。 
・労働時間が 7～8 時間の

労働者を対照群として

比較した。 
・対象者の労働時間、身

体的健康に関する情報

等は、質問紙を用いて

ベースライン時に調査

された。 

・フォローアップ時に複合国際診断面

接（CIDI）を用いて、フォローアッ

プ時点までの12か月間にMDEの発

症の有無を評価した。 
・MDE を目的変数、労働時間を説明変

数とし、労働時間と MDE との関連

を、バイナリロジスティック回帰を

用いて分析した。 
・共変量として、性別、年齢、婚姻状

況（既婚又は未婚/同棲）、社会経済的

地位、SES（6 段階に分類された職業

等級）、アルコール消費、喫煙、病気

の有無、仕事上のストレス度が解析

に含まれた。 
 

・ベースラインでの労働時間

は質問紙を用いて調査した。 
・質問は「平日、次の活動にお

よそ平均何時間費やすか（該

当する場合）：仕事（日中お

よび家に持ち帰った仕事）」 
・回答カテゴリは、1 時間から

12 時間まで、回答により対

象者を次のグループに分け

た：1 日あたり 7～8 時間の

労働時間（公務員基準、残業

なし）、1 日 9 時間（1 日 1 時

間の残業）、1 日 10 時間（2
時間の残業）、11～12 時間/日
（3～4 時間の残業）。1 日あ

たり 7～8 時間労働を対照群

とし比較を行った。 

・平均 5.8 年

追跡 
・労働時間、

ベースラ

イン時の

精神疾患

等の有無、

うつ病の

危険因子

は 1991～
1993 年に

収集。 
・フォロー

アップは

1997 ～

1999 年に

実施。 

・追跡調査で確認された MDE は 66 例で割合は

3.1%であった。 
・1 日あたり 7～8 時間働く労働者と比較して 1
日 11時間以上働く労働者の大うつ病エピソー

ドのオッズ比は、1.29（95%CI：0.64-2.64）で

あり、年齢と性別を調整したモデルではオッ

ズ比 1.55（95%CI：0.75-3.20）で有意ではなか

った。 
・しかし、年齢と性別に加え職級と婚姻状況を調

整したモデルではオッズ比 2.43（95%CI：1.11-
5.30）、さらに慢性身体疾患の有無、喫煙、ア

ルコールの使用を調整したモデルでは、オッ

ズ比 2.30（95%CI：1.05-5.06）、最終的に仕事

の負担や職場に置ける社会的な支援の有無を

調整したモデルではオッズ比 2.52（95%CI：
1.12-5.65）で有意にリスクが高かった。 

・労働時間について、1 日 11 時間以上働く労働

者以外、有意な差は見られなかった。 
・この調査の限界は、CIDI はフォローアップ時

にのみ利用したため、ベースラインの症例は

GHQ-30 の症例に基づいて除外する必要があ

ること、観察データに基づいているため、新た

に発症するうつ病のその他の測定されていな

い、又は不正確に測定された予測因子による

残留交絡の可能性を排除できないこと、MDE
の新規発症症例数が比較的少ないために相互

作用の影響を評価できないことである。 

Virtanen, 
M. et al., 
2012 

3-17
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

17 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・農村部での睡眠時間と

抑うつ症状との関連を

調査した。 
・ミズーリ州、アーカンソ

ー州、テネシー州の 12
の農村コミュニティを

含む、Walk the Ozarks to 
Wellness ProjectのWave3
のデータを使用した。解

析対象者は 1,204 人であ

った。 
・平均年齢は、睡眠時間<7
時間の群 51.4 歳、7～8
時間の群 52.4 歳、>8 時

間の群 51.4 歳で、男性の

割合は、各群でそれぞれ

23.3%、23.5%、22.9%で

あった。 

・主なアウトカムは、自己申告による

抑うつ症状の上昇とされた。 
・ 抑 う つ 症 状 は 、 Patient Health 

Questionnaire-2（PHQ-2）を用いて評

価された。合計スコアが 3 以上の場

合、対象者は「抑うつ症状が強い」

として分類された。それ以外の場

合、対象者は抑うつ症状が弱いもの

として分類された。 
・多変数ロジスティック回帰を用い

て、抑うつ症状に対する睡眠時間の

調整されたオッズ比（OR）と 95%信

頼区間（95%CI）を推定した。 
・共変量として、年齢（連続変数）、性

別、人種/民族、収入、雇用状態、教

育歴、喫煙状況、および身体活動、

BMI、慢性疾患の既往歴（自己申告

による。心臓病、腎臓病、糖尿病、

高血糖、高血圧、コレステロール、

又は関節炎）と自己申告による癌の

病歴、不眠症の有無を調整した。 

・睡眠時間は、平日と週末、お

よび非稼働日について、「通

常、夜間（又は主な睡眠期間）

に何時間の睡眠をとります

か？」という質問で調査され

た。 
・平日と週末の平均された睡

眠時間は、次の 3 つに分類さ

れた：短い（<7 時間）、最適

（7～8 時間）、および長い

（>8 時間）。 

・2005年7月
から 9 月

に実施さ

れ た

Wave3 の

データが

用いられ

た。 
 

・対象集団の 17%で抑うつ症状の上昇が見られ

た。 
・短い睡眠時間（<7 時間）は、最適な睡眠時間

（7～8 時間）と比較して、抑うつ症状が強い

ことについて、有意なリスク要因であった

（OR=2.12、95%CI：1.49-3.01）。逆に、長い睡

眠時間（>8 時間）と抑うつ症状との関連は、

共変量調整後、統計的に有意ではなかった。 
・この研究の限界は、横断研究であるために、関

連の方向性が不明ないこと、短い睡眠時間の

根本原因もわかっていないこと、対象者は、研

究に登録されていない対象者よりも健康的な

ライフスタイルを持っている可能性があるこ

と、睡眠時間や抑うつ症状などの自己報告デ

ータに基づいていること、病状の臨床測定値

や交代勤務、カフェインとアルコールの消費、

薬の使用、うつ病の既往歴に関する情報が収

集されていないことである。 

Chang JJ 
et al., 
2012 

3-18
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

18 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・医師の労働時間および

職業性ストレス（OS）と
うつ病の関連を調査す

ることを目的としてい

る。 
・調査時の 20 年以内に医

学部を卒業した卒業生

1,902 人 
・795 人から回答が得ら

れ、706 人（男性 534 人、

女性 172 人）を解析に含

めた。 
 

・匿名で記入する調査票に回答。人口

統計情報（年齢、性別）、臨床経験年

数、専門分野、勤務地、労働時間、

うつ病の有無、OS 等を回答。 
・うつ病は Center for Epidemiologic 

Studies Depression（CES-D）スケール

を使用して測定。調査を行う 1 週間

前の抑うつ状態をスクリーニング

した。CES-D スコアが 16 以上をう

つ病と定義した。 
・自記式アンケートを用いて評価。努

力（高レベルの責任、残業、時間的

プレッシャー）、報酬（給与、自尊心、

キャリア等）、オーバーコミットメ

ント（OC）（個人的要素）によって

構成されている。 
・努力スコアを報酬スコアで割ること

で、比率（EER）を計算した。EER>1
は費やされた努力が受け取った報

酬と一致しないことを示す。 
・うつ病の有無を目的変数、労働時間

を説明変数として、労働時間とうつ

病の関連は多重ロジスティック回

帰モデルを使用して分析された。 
・共変量として、性別、臨床経験期間、

勤務地、EER、OC、社会的支援の有

無が調整された。 

・労働時間は調査票へ記入し

た前週の出社時刻と退社時

刻の記録から算出した。 
・調査票の回答をもとに前週

の労働時間が 54 時間未満

（対照群）、54～70 時間未

満、70 時間以上の 3 群に分

け解析を行った。 

・本文中に

記載なし 
・対象者の前週の平均労働時間は 62.8±19.8 時

間。対象者の 16%が勤務先で 80 時間以上を過

ごしていた。また CES-D スコアが 16 以上は

28%、ERR が 1 以上は 14%であった。男女に

よる有意な差は見られなかった。 
・うつ病の有病率について、週の労働時間が 54
時間未満の対象者と比較し、70 時間以上の対

象者の調整済みオッズ比（OR）は 1.8（95%CI：
1.1-2.8）であった（労働時間 54～70 時間未満

の対象者では有意な関連は見られなかった）。

このとき、性別、臨床経験年数、専門分野、勤

務地により調整。 
・労働時間と ERR に応じて層別化されたうつ病

の有病率の OR は、EER が 1 以上の群に限る

と、労働時間が長い群のオッズ比は対照群に

比べて有意に高かった（54～70 時間未満、か

つ EER が 1 以上の群で OR=8.5、95%CI：3.0-
24.0、70 時間以上、EER が 1 以上の群で

OR=9.9、95%CI：3.8-25.7）。このとき、性別、

臨床経験年数、EER、OC、社会的支援により

調整。 
・この研究の限界は、横断研究であり因果関係が

確認できないこと、精神症状を示す個人は、職

場環境について否定的な不満を持つ傾向が示

されているため、うつ病の医師は努力と報酬

の不均衡（ERI：the effort–reward imbalance）を

発現する可能性が高く、うつ病と ERI の関連

性が過大評価された可能性があること、アン

ケートへの回答率が低いこと、対象に精神科

医が含まれており、精神科医はうつ病に関す

る回答を避けることができることである。 

Tomioka, 
K et al., 
2011 

3-19
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

19 コホート

研究（労働

時間に関

する研究） 

・精神的健康に対する長

時間労働の影響を調査

することを目的とした。 
・イギリスの公務員コホ

ート研究に登録した 44
～66 歳で、フルタイム

（週 35 時間/週）勤務し

ていた 3,536 人のうち、

質問に回答し、ベースラ

インで抑うつ症状のな

い対象者（n= 2,549）と

不安症状のない対象者

（n= 2,618）が、対象と

なった（男性 2,248 人、

女性 712 人）。 

・労働時間、不安および抑うつ症

状、および共変量はベースライン

時にその後の抑うつおよび不安症

状の測定はフォローアップ時に行

われた。 
・抑うつ症状スコアは、30 項目の

General Health Questionnaire（GHQ-
30）から抽出された。これには 4
つの項目が含まれ、GHQ-28 のうつ

病サブスケールの 7 つの項目のサ

ブセットを構成していた。合計ス

コア 4 以上が抑うつ症状と定義さ

れた。 
・不安症状スコアは GHQ のうちの 5
項目で構成され、GHQ-28 不安尺度

の 7 項目のサブセットの合計スコ

アが 15 の 8 点以上の場合、不安症

状と定義された。 
・Cox 比例ハザード分析を用いて、労

働時間の精神的健康に関するハザ

ード比（HR）と 95%信頼区間

（95%CI）が算出された。 
・共変量として、ベースライン時の

年齢、性別、職業等級、配偶者の

有無、およびフォローアップ時の

雇用状況が調整された（モデル

1）。さらに、ベースラインでの慢

性疾患、喫煙、およびアルコール

使用が調整された（モデル 2）。 

・労働時間は、「在宅作業を含

めて、主な仕事で平均週に何

時間働いていますか？」と

「 副 業 （ your additional 
employment）で平均週に何時

間働いていますか？」という

2 つの質問から確認された。

報告された労働時間数に基

づいて、対象者は次の 3 つの

グループに分けられた：35～
40 時間/週（対照群）、41～55
時間/週、55 時間/週以上。 

・ベースラ

イン調査

は 1997～
1999年に、

フォロー

アップ調

査は 2001
～2004 年

に行われ

た。 

・共変量を調整した場合、対照群（35～40 時間/
週）と比較して、55 時間/週以上働く対象者の

抑うつ症状のリスクと不安症状のリスクは有

意に高かった（モデル 2 にてそれぞれ

HR=1.66、95%CI：1.06-2.61、HR=1.74、95%CI：
1.15-2.61）。41-55 時間の労働では、有意な関連

は見られなかった（うつ症状：モデル 1 では

HR=1.03、95%CI：0.79-1.35、モデル 2 では 
HR=1.02、95%CI：0.78-1.34、不安症状：モデ

ル 1 では HR=1.01、95%CI：0.78-1.31、モデル

2 では HR=1.02、95%CI：0.79-1.32）。 
・労働時間が 10 時間増えるごとのハザード比は

うつ症状に対して 1.17（1.01-1.35）、不安症状

に対しては 1.22（1.08-1.39）で有意であった（モ

デル 2）。 
・性別の分析では、女性の長時間労働に関連する

うつ病と不安の過剰リスクが示された（モデ

ル 2 にて HR=2.67、95%CI：1.07-6.68 および

HR=2.84、95%CI：1.27-6.34）。労働時間が 10
時間増えるごとにハザード比はうつ症状が

1.40、不安症状で 1.31 と有意に上昇した。一

方、男性ではハザード比は有意に上昇しなか

った（モデル 2 にて HR=1.30、95%CI：0.77-
2.19 および HR=1.43、95%CI：0.89-2.30）。た

だし、不安症状に関しては労働時間 10 時間ご

とにハザード比が 1.19（1.03-1.38)、で有意に

上昇した（モデル 2）。 
・この研究の限界は、追跡の過程で不健康な対象

者が脱落し、真の効果が過小評価されている

可能性があること、抑うつ症状と不安症状測

定が、臨床診断に対して検証されていないこ

とである。 

Virtanen 
M, et al., 
2011 

3-20
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No 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

20 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・日本の 296の中小企業の

従業員を対象に、労働時

間と睡眠がうつ病にど

の程度関連しているか

を調査した。 
・研究対象者は、2,643 人

の正社員（男性：1,928
人、女性：715 人、18〜
79 歳：平均 45 歳） 

・うつ病は、疫学研究センターのうつ

病尺度（CES-D）を使用して評価さ

れた。スコアが 16 以上をうつ病と定

義された。また、重度のうつ病は、

25 以上と定義された。 
・労働時間、睡眠状態、および両方の

組み合わせによるうつ病のリスク

は、多変量ロジスティック回帰分析

によって推定された。 
・自記式質問票の結果を使用して、労

働時間、睡眠状態、および社会人口

統計学的および社会経済的要因（性

別、年齢、婚姻状況、教育レベル、

子供の有無、家計）、健康行動（喫煙、

アルコール摂取、BMI）、身体的/心理

的症状の数、薬物使用の有無、およ

び職業的要因（職種、職位、勤務ス

ケジュール、従業員数、ジョブコン

トロール、作業負荷の大きさ）を共

変量とした。 
 

・労働時間および睡眠時間は、

自記式質問票による回答結

果から算出された。「通常の

労働時間は何時間ですか？」

と尋ねられた。6～8 時間（対

照群）、8～10 時間、10 時間

以上の 3 グループに分けら

れた。 
・過去 1 年間の毎日の睡眠時

間と主観的な睡眠の充足度

は自記式質問票を使用して、

「平均して、夜間の睡眠時間

はどれくらいか。」（<5 時間、

5～6 時間、6～7 時間、7～8
時間（対照群）、8～9 時間、

9 時間以上）および「毎日の

睡眠は十分だと思うか。」（非

常に不十分、やや不十分、か

なり十分、非常に十分）と尋

ねられ、評価された。 

・2002年8月
から 2002
年 12 月 

・すべての共変量を調整した結果、1 日 10 時間

以上働く対象者は、対照群（7～8 時間）と比

較してうつ病のリスクが有意に高かった

（OR=1.37、95%CI：1.02-1.83）。また、睡眠時

間が 1 日 5 時間未満の対象者（OR=2.08、
95%CI：1.45-2.98）および 5〜6 時間睡眠の対

象者（OR=1.45、95%CI：1.10-1.91）も、対照

群と比較して、うつ病のリスクが有意に高か

った。重度うつ病のリスクについては、10 時

間以上の労働（OR=1.73、95%CI：1.16-2.57）、
5 時間未満の睡眠（OR=2.68、95%CI：1.64-
4.39）、5-6 時間睡眠（OR=1.62、95%CI：1.07-
2.46）で有意であった。 

・1 日あたり 10 時間以上の労働で、1 日 6 時間

未満の睡眠不足を報告した対象者は、6～8 時

間労働で、6 時間以上睡眠の対象者よりも、う

つ病のリスクが有意に高かった（OR=1.90、
95%CI：1.33-2.71）。さらに労働時間が 8～10 時

間かつ睡眠時間が 6 時間未満の対象者

（OR=1.41、95%CI：1.07-1.86）も有意であっ

た。 
・重度うつ病に関しても同様に 1 日あたり 10 時

間以上労働、1 日 6 時間未満睡眠の群

（OR=2.69、95%CI：1.67-4.33）で有意であり、

8～10 時間労働かつ 6 時間未満睡眠の群

（OR=1.67、95%CI：1.14-2.46）でも有意であ

った。 
・この研究の限界は、横断研究であること、労働

時間や睡眠時間が自己申告によるデータであ

ること、回答バイアスが発生した可能性があ

ること（例：長時間労働者は回答時間が短い

等）、交絡因子として閉経状態や性格特性を分

析に含めていないことである。 

Nakata A 
et al., 
2011 

  

3-21



 

40 

3.2 精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連について、ネガティブな結果を示す文献 

精神障害の発病と短い睡眠時間又は長時間労働とネガティブな結果を示した文献は 3 件であった。詳細は以下のとおり。 

 

No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 

研究手

法 
目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

21 コ ホ ー

ト 研 究

（ 睡 眠

時 間 に

関 す る

研究） 

・一般集団（臨床の対象で

はない集団）におけるう

つ病と習慣的な睡眠時

間、日中の眠気、および

客観的な睡眠傾向との

関連を調べることを目

的とした。 
・ウィスコンシン睡眠コホ

ート研究の対象者のう

ち、主観的な過眠症の測

定の分析には 1,287 人の

成人のデータが、多睡眠

潜伏検査（MSLT）によっ

て評価された客観的な

睡眠傾向の分析には、

1,155 人の成人のデータ

が用いられた。 

・うつ病は、修正された Zung 自己評

価うつ病スケールを用いて、スコア

≥50 又は抗うつ薬の使用があるもの

として定義された。 
・目的変数をうつ病、説明変数を 3 つ

の主要な過眠症測定値として、反復

測定ロジスティック回帰によりオ

ッズ比（OR）を算出し評価した。仮

眠度測定値は、主観的な日中の過度

の眠気（エプワース眠気スケール

[ESS]≥11）、自己申告による睡眠時間

≥9h/d、および客観的な睡眠傾向

（MSLT平均睡眠潜時<8分）とした。 
・共変量として、年齢、性別、体重指

数、慢性病状、鎮静催眠薬の使用、

カフェイン、タバコ、アルコールの

使用、睡眠呼吸障害、不眠症、睡眠

時間が調整された。 
 

・習慣的な睡眠時間は、次の質

問を使用して推定された：

「平日の夜、週末あるいは勤

務日以外の夜、通常何時間の

睡眠をとりますか？」1 日の

平均睡眠時間は、（5×就業日

睡眠+2×週末睡眠）/7 として

計算された。 

・4 年間隔で

複数の評

価が実施

された。 
 

・共変量の調整後、習慣的な睡眠時間が 9 時間

以上の場合、対照群（9 時間未満）と比較して

うつ病のリスクが有意に高かった（OR=2.01、
95%CI：1.49-2.72）。 

・また、共変量の調整後のうつ病の OR は、

ESS≥11( 対照群： ESS<11) の場合で 1.56
（95%CI：1.31-1.86）、MSLT の平均睡眠潜時が

8 分未満の場合（対照群：≥8 分）で 0.76（95%CI：
0.63-0.92）であった。 

・この研究の限界は、うつ病の診断と、睡眠時間

が客観的に測定されていないこと、不眠症の

測定方法が妥当性の検証された手段ではない

ことである。 

Plante DT 
et al., 
2016 

3-22
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 

研究手

法 
目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

22 シ ス テ

マ テ ィ

ッ ク レ

ビ ュ ー

（ 労 働

時 間 に

関 す る

研究） 

・標準的な労働時間を超過

した労働（時間外労働）

と、公表された前向き研

究に含まれる労働者の

うつ病性障害のリスク

の関係を把握すること

を目的とした。 
・次の基準を満たす文献を

対象とした。 
①対象者が成人労働者 

②残業をばく露として定

義 

③アウトカムは、構造化

面接によって臨床的に

診断又は評価されたう

つ病性障害 

④前向き又はコホート研

究 
 

・MEDLINE（PubMed）、PsycINFO、

および PsycARTICLES を用いて文

献が検索された。 
・アウトカムは、臨床医による診断、

又はフォローアップ中の構造化面

接によって評価された、うつ病性障

害の新規発症、新しい治療の開始、

および病欠の発生であった。診断に

は、ICD-19、DSM-III、Diagnostic and 
Statistical Manual of Mental Disorders、
UM-CIDI が用いられた。 

・各文献から相対リスク（RR）と 95%
信頼区間（95%CI）が抽出された。職

場での心理社会的要因（例：仕事の

要求）を調整された RR は使用され

なかった。変量効果モデルを用い

て、残業とうつ病性障害との関連の

相対リスク（RR）、および 95%CI を
算出した。 

・標準労働時間（35～40 時間/
週）との比較を行うために、

労働時間と残業に関する情

報は週労働時間に換算され

た：1 日あたりの労働時間に

は 5 を乗じる；1 か月あたり

の労働時間は 4 で割る；1 か

月あたりの残業を 4 で割っ

た後、40 を加える。 
・週 40 時間以上の労働が時間

外労働と定義された。 

・ 検 索 は

2016 年 7
月 15 日に

行われた。 
・対象とす

る文献の

発表期日

に制限は

設けられ

なかった。 

・7 件の研究が特定された。 
・時間外労働は、うつ病のリスクを上昇させなか

った（プールされた相対リスク 1.075、95%CI：
0.834-1.387、p=0.575）。 

・時間外労働の定義を週に 50 時間以上の労働と

した場合でも、時間外労働によるうつ病の発

症リスクは有意ではなかった（プールされた

相対リスク 1.241、 95%CI： 0.880-1.750、
p=0.218）。 

・時間外労働はうつ病のリスク要因と関連が見

られなかった。 

Watanabe 
K et al., 
2016 

3-23
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 

研究手

法 
目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

23 横 断 研

究（労働

時 間 に

関 す る

研究） 

・台湾における医師とその

他の職種の従業員で職

務内容質問票（C-JCQ）
やうつ病質問票（TDQ）

を使用して、業務上スト

レスとうつ病率の関連

性を評価。 
・ Around Taiwan Health 

Care Alliance に参加して

いる 14 の地域病院で雇

用されている医師 1,643
人に対し、質問票調査を

実施し、分析には無効の

ものを除外した473の質

問票（男性 401、女性 72）
を分析に用いた。（回答

率：86.31%） 
・医師以外の職種の従業

員のデータは、ランダ

ムに選ばれた被験者か

らなる2004年に台湾政

府の労働安全衛生研究

所（IOSH）によって実

施されたサンプルを用

いた （ 25 ～ 65 歳の

15,288 人）。 
 
 

・職業性ストレスは、心理社会的仕事

の要求（5 項目）、ジョブコントロー

ル（9 項目）、職場のソーシャルサポ

ート（8 項目）の 3 つの側面で構成

される C-JCQ によって測定された。 
・うつ病は TDQ を使用して評価され

た。TDQ スコアの範囲は 0～54 で、

スコアが高いほどうつ病のレベル

が高い。対象者は TDQ カットオフ

スコアを 19 として、うつ病グループ

と非うつ病グループに分けられた。 
・うつ病の有無を目的変数に職業性ス

トレスを説明変数として、ロジステ

ィック回帰分析を実施した。 
・共変量として、人口統計（性別、年

齢、婚姻状況）、労働条件（平均日中

労働時間、1 か月あたりの夜勤勤務

の日数、勤務日数）、行動要因（喫煙

の有無、アルコール消費量、運動）、

および職業状態（期間、役職：主治

医、研修医、又は主治医、病院の場

所：北、中央、台湾南部、又は東部）、

医師の専門分野：内科医、産婦人科

を含む外科医、救急医、歯科医、伝

統的な中国医学の医師、皮膚科医、

放射線科医、精神科医、眼科医など

の他の専門家を調整した。 

・労働時間は質問票を用いて

調査した。 
・回答により対象者を次のグ

ループに分けた（1 日あたり

9 時間未満、9 時間～12 時

間、12 時間以上）。 

・本文中に

記載なし 
・医師のうつ病率（13.3%）は、台湾の一般人口

（3.7%）よりも高かった。 
・うつの有無にはジョブコントロールが中又は

高、ソーシャルサポートが中又は高であれば

リスクが低く、仕事の要求が高ければリスク

は高かったが、労働時間とうつ病に有意な関

連はなかった。9 時間未満を対照群として、9
時間～12 時間のオッズ比 0.97（95%CI：0.46-
2.07）、12 時間以上のオッズ比 0.50（95%CI：
0.17-1.49）であった。 

・この研究の限界は、対象者に地方の診療所の医

師は含まれていないこと、ストレスの多い仕

事や重度のうつ病に苦しんでいる医師は、研

究に参加する意欲や動機がない可能性がある

こと、JCQ および TDQ 項目が欠落しており、

調査結果にある程度影響を与えている可能性

があること、収集したデータは自己申告によ

るものであること、横断研究であるため調査

結果は因果関係ではなく相関関係と見なす必

要があることである。 
 

Wang, L-
J. et al., 
2011 
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3.3 精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連について、ポジティブな結果を示す参考文献 

労働者を対象としていないが精神障害の発病と睡眠時間との関連を調査している文献、睡眠時間以外の睡眠障害との関連も調査している文献、その他記述疫学

やレビュー文献など参考となり得る文献は 12 件であった。詳細は以下のとおり。 

 

No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

24 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・不安障害が睡眠特性に

及ぼす影響を調査し

た研究である。 
・自記式質問票を使用し

て、不安障害と睡眠特

性（睡眠時間、睡眠の

質、日中の眠気、不眠

症、閉塞性睡眠時無呼

吸症候群（OSA））それ

ぞれとの関連を評価

することを目的とし

た。 
・対象者は、男性 439 人、

女性 518 人の合計 957
人のギリシャ人であ

り 、 平 均 年 齢 は

49.62±14.79 歳（範囲：

19〜86 歳、年齢の中央

値：50 歳）であった。 
 

・単変量分析では、不安症状と対象者

の特徴、睡眠の特徴、睡眠に関する

質問票、および睡眠パターンとの関

連を、χ²検定と t 検定を使用して評価

した。 
・不安症状に関連する要因の特定に

は、ステップワイズ多変量ロジステ

ィック回帰分析を使用した。また、

二変量ロジスティック回帰分析に

て、不安症状に対する睡眠に関する

質問紙票の項目の関連を評価した。 
・共変量として、性別、年齢、居住地、

教育レベル、婚姻状況、文化、雇用

状況、ライフスタイルと食習慣（喫

煙状況、飲酒量、コーヒー摂取量、

夕方のカフェインの消費量、地中海

式の食事の遵守、就寝前のテレビ視

聴又はコンピューターの使用時間、

日中の身体活動、昼寝）、健康状態

（主観的な一般的健康状態、BMI、
慢性疾患罹患率、うつ病、睡眠薬の

使用の有無）が解析に含まれた。 

・不安症状は、Zung 自己評価

不安尺度（SAS）を使用し

て評価した（範囲：20～
80）。不安症状のカットオ

フ値は 36 とした。スコア

が 36 以上の対象者を不安

神経症とした。 
・対象者は、就寝時間と起床時

間および 1 日あたりの平均

睡眠時間を回答した。睡眠時

間は就寝時刻と起床時刻の

差から計算した。 
・対象者は、睡眠時間に応じ

て、短い睡眠時間（<6 時

間）、通常の睡眠時間（6〜
8 時間）、および長い睡眠時

間（>8 時間）の 3 つに分類

された。 
・ エ プ ワ ー ス 眠 気 尺 度

（ESS）、アテネ不眠尺度

（AIS）、ピッツバーグ睡眠

品質指数（PSQI）、ベルリン

質問票（BQ）を使用して、

日中の眠気、不眠症、睡眠

の質、閉塞性睡眠時無呼吸

症（OSA）のリスクを評価

した。 

・2016年9月
から 2019
年 5 月の

間に実施

された。 

・自己申告による平均睡眠時間は平日 6 時間 19
分、週末 6 時間 45 分であった。 

・χ²検定による不安障害の有意な決定要因は、

性別（p<0.001）、年齢（p<0.001）、教育レベ

ル（p=0.002）、財政状態（p= 0.001）、アルコ

ール消費量（p<0.001）、地中海食の遵守

（p=0.017）、身体活動状況（p=0.015）、主観

的な健康状態（p <0.001）、肥満（p=0.013）、
慢性疾患の有無（p=0.024）、うつ病の症状

（p<0.001）であった。 
・不安神経症の有病率は 33.6%であった。 
・すべての共変量を含めたモデルで、不安障害に

対して短い睡眠時間のリスクが通常睡眠に比

べて有意に高く（オッズ比（OR）＝4.93、
95%Cl：3.14-7.75、p <0.001）、長い睡眠時間は

リスクが有意に低かった。 
・二変量ロジスティック解析では、不安神経症に

ついて、日中の眠気（OR=5.20、95%Cl：3.12-
8.68、p<0.001）、不眠症の症状（OR=3.92、
95%Cl：2.69-5.72、p<0.001）、睡眠の質の低下

（OR= 3.39、95%Cl：2.45-4.70、p<0.001）、OSA
（OR=2.40、95%Cl：1.75-3.32、p<0.001）のリ

スクが有意に高かった。 
・この研究の限界は横断研究であり不安障害と

睡眠障害がお互いの危険因子か判断できない

ことである。 

Serdari A 
et al., 
2020 

3-25
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

25 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・睡眠時間と一般的な疾

患の有病率との間の

横断的表現型と多遺

伝子リスクスコア

（PRS）の関連を調べ

ることを目的とした。 
・2018 年 2 月時点で

PartnersBiobank コホー

トに登録している、

78,726 人うち、自己申

告による睡眠および

電子カルテ（EMR：
electronic medical 
records）データを使用

した高品質のジェノ

タイピングのいずれ

かを実施した 18 歳以

上の成人 43,058 人の

データを用いた。 

・疾患の有病率は電子カルテから決定

された。 
・睡眠時間の PRS は、過去の研究で関

連づけられた 78 の SNP（一塩基多

型）を使用して導出された。 
・睡眠時間と 22 の一般的な疾患との

関連は、カテゴリロジスティック回

帰分析を用いて調べられた。共変量

として、年齢、性別、人種、肥満の

結果以外の BMI、アルコール摂取

量、チャールソン併存疾患指数、教

育、雇用状況、運動、喫煙状況を調

整した。 
・睡眠時間と SNP の関連は、自加法遺

伝子モデルを用いて調べられた。線

形傾向と、年齢、性別、ジェノタイ

ピングアレイが調整された。 
・22の一般的な疾患の有病率とPRSの
関連は、加法遺伝子モデルを用いて

調べられた。EMR から決定された肥

満状態がさらに調整された。 
・p<0.05 となった、すべての重要な

PRS 関連について、PRS の四分位数

と疾患有病率のオッズ比（OR）との

関連を評価した。 

・睡眠は、「最長の睡眠期間を

考慮すると、通常、平日（勤

務日、通学日）／休日は何時

に就寝しますか？」「あなた

の最長の睡眠期間を考える

と、あなたは通常、平日（勤

務日、通学日）／週末又は休

日は何時に起きますか？」と

いう質問で評価した。回答の

区分は 30 分刻みになってい

た。週ごとの加重平均睡眠時

間は、自己申告による平日と

週末の就寝時間と起床時間

を使用して計算された。平日

は 5/7、週末は 2/7 の重みが

使用された。 
・睡眠時間は、短い（1 日あた

り 7 時間未満）、通常（7～9
時間未満）、および長い（9 時

間以上）に分類された。通常

の睡眠時間を対照群とし、対

照群（7～9 時間未満）に対

して睡眠時間 7 時間未満の

群と 9 時間以上の群のオッ

ズ比を算出した。 

・Partners 
Biobank
コホート

は 2010 年

に立ち上

がった。

この研究

では、

2018 年時

点のデー

タが用い

られた。 
 

・睡眠時間と喘息、うつ病、高血圧、不眠症、肥

満、閉塞性睡眠時無呼吸症、2 型糖尿病につい

て、U 字型の関連性が観察された。 
・通常の睡眠時間と比較して短時間睡眠では、う

つ病のリスクが高く（OR=1.21、95%CI：1.07-
1.36）、喘息、高血圧、不眠症、2 型糖尿病でも

有意にリスクが高かった。 
・また、通常の睡眠時間と比較して、長時間睡眠

では、うつ病のリスクが高く（OR=1.62、
95%CI：1.48-1.76）、喘息、高血圧、不眠症、2
型糖尿病でも有意にリスクが高かった。 

・通常の睡眠時間に比べて、長時間睡眠は双極性

障害（OR=2.78、95%CI：1.72-4.50）、てんかん

（OR=1.51、95%CI：1.27-1.80）、および統合失

調症（OR=4.45、95%CI：1.45-13.63）のリスク

が高かった。 
・研究の限界は、Partners Biobank コホート集団

のうち、睡眠調査に対して回答した人は全体

の 39.7%であること、睡眠時間の調査が自己申

告であることである。 

Dashti 
HS et al., 
2019 

3-26
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

26 システマ

ティック

レビュー

（労働時

間に関す

る研究） 

・組織的ストレッサーと

警察官の精神的健康

との関係を評価する

ための系統的レビュ

ーを目的とした。 
・次の基準を満たす論文

が対象となった。 
①様々な階級の警察官

を対象 
②組織のストレッサー

と警察の well-being と

の関係の個別の分析

を抽出でき、警察だけ

でなく他の職業グル

ープを考慮した研究 
③警察官の精神衛生に

影響を及ぼすものと

して1つ以上の組織的

ストレッサーを特定

している 
④well-being の一般的な

測定によって精神衛

生のアウトカムを測

定している 

・EBSCOHOST MEDLINE、
SocINDEX、PsycINFO、OVID 
Embase の 4 つのデータベースと

grey literatureが検索された。 
・組織的ストレッサーの報告は、WHO
組織的ストレス関連のハザード分

類にマッピングされた：作業負荷と

作業ペース、労働時間、対人関係、

参加と管理、キャリア開発、ステー

タスと報酬。 

・文献中の参考文献 89 は「長

時間労働」を≥49h/週と定義

している。（評価方法は記載

なし）。 

・1990 年か

ら 2017 年

5月までに

出版され

た文献が

対象とな

った。 

・15,150 人の警察官を対象とする 15 件の研究が

レビューの対象であった。 
・組織的ストレッサーが職業性ストレス、精神症

状/心理的苦痛、情緒的な消耗および個人的達

成感と強く関連していた。 
・メンタルヘルスのアウトカムと有意な関連を

示す最もよく示された組織的ストレッサーに

は、サポートの欠如、需要、仕事のプレッシャ

ー、管理/組織のプレッシャー、長時間労働が

あった。 
・文献中の参考文献89では、「長時間労働」（≥49h/
週）は、週 49 時間未満の群と比較して、年齢、

性別、ランク、部門の在職期間を調整後、心理

的苦痛（オッズ比（OR）=2.05、95%CI：1.57-
2.68、p<0.05）と情緒的な消耗（Emotional 
exhaustion）（OR=1.99、95%CI：1.52-2.59、
p<0.05）に有意な関連を示した。しかし、別の

研究（Janzen BL et al, 20078）では、「残業」と

情緒的な消耗の間の調整済みモデルに有意な

関連性は見られなかった（β=0.07、p=ns）。 
・離人症（Depersonalisation）については、弱いが

有意な関連が見られた。 
・この研究の限界は、文献検索が実施されてか

ら、適格となり得る新しい研究が発表された

可能性があること、含まれた研究が横断研究

のため、因果関係を分析できないことである。 

Purba A 
et al., 
2019 

                                                   
8 Janzen BL, Muhajarine N, Zhu T, Kelly IW. (2007) Effort-reward imbalance, overcommitment, and psychological distress in Canadian police officers. Psychol Rep. 2007;100(2):525–
30. 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

27 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・中国の都市部と農村部

における睡眠パター

ンおよび不眠症の特

徴とその関連につい

て調べることを目的

とした。 
・中国の 10 地域（5 つの

都市と 5 つの農村）の

30～79歳の 512,891人
を対象とした。 

 

・面接官が、虚血性心疾患、脳卒中、

肺気腫/慢性気管支炎、糖尿病、癌な

どの主要な疾患の既往歴を尋ねた。

大うつ病エピソードの存在（MDE）
については CIDI-SF（A）質問票を、

全般性不安障害の存在（GAD）につ

いては CIDI-SF（B）質問票を使用し

て評価された。 
・メンタルヘルスおよび身体的健康の

状態を目的変数に、ロジスティック

回帰を用いて、短い（≤6 時間）およ

び長い（≥9 時間）睡眠時間（対照群：

7～8 時間）の調整オッズ比（OR）お
よび年齢に合わせて調整された選

択されたベースライン特性による

不眠症症状の OR を推定した。 
・共変量として、年齢、性別、地域、

肥満度指数、収縮期血圧（SBP 
mmHg）、喫煙、アルコール摂取習慣

および代謝当量が調整された。 
 

・昼寝を含めた 1 日の睡眠時

間を面接官が対象者に尋ね

ることで評価した。 
・調整された平均睡眠時間と

不眠症の症状、昼寝、頻繁な

いびきを報告する個人の割

合は、コホートの年齢（10 年

グループ）、性別、研究領域

（10 グループ）構造に直接

標準化することによって計

算した。 

・ 調 査 は

2004 年か

ら 2008 年

の間に実

施された。 
 

・全体として、平均（SD）睡眠時間は 7.38（1.37）
時間で、23%が短い（≤6 時間）、16%が長い（≥9
時間）睡眠時間を報告した。 

・睡眠時間とメンタルヘルスおよび身体的健康

については、平均睡眠時間が 7～8 時間の人と

比較して、睡眠時間が短い（6 時間以下）人は、

過去 12 か月における MDE が存在する

（OR=1.59、95%CI：1.39-1.82）、および過去 12
か月における GAD が存在する（OR=1.61、
95%CI：1.28-2.03）リスクが有意に高かった。 

・睡眠時間が 7～8 時間の群と比較して、長い睡

眠時間（9 時間以上）の群は、生活満足度が低

く（OR＝1.10、95%CI：1.05-1.15）、2 つのスト

レスの多いライフイベントを経験し

（OR=1.29、95%CI：1.15-1.44）、健康状態の自

己評価が低く（OR=1.34、95%CI：1.30-1.37）、
過去 12 か月における MDE の存在（OR=1.25、
95%CI：1.10-1.42）、過去 12 か月における GAD
の存在（OR=1.08、95%CI：0.86-1.36）と有意

に関連していた。 
・次いで、不眠症の有無とメンタルヘルスおよび

身体的健康については、不眠症の症状がある

群の調整オッズ比は、MDE（OR=6.10、95%CI：
5.69-6.55）、GAD（OR=7.46、95%CI：6.65-8.37）、
および慢性疾患（OR=1.46、95%CI：1.44-1.49）
のある対象者の間で有意にリスクが高かっ

た。 
・この研究の限界は、重度の不眠症の症状を持つ

個人が調査に含まれず、不眠症の有病率を過

小評価している可能性があること、収集され

た情報は客観的尺度ではなく質問票を使用し

た自己報告によること、横断的な研究のため

関連の方向性を決定できないこと、一般的な

睡眠障害に関する情報は記録されていなかっ

たことである。 

Chen Y 
et al., 
2018 

3-28
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

28 システマ

ティック

レビュー

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・抑うつ気分と様々な因

子の関連の概要を示

し、これらの相関の強

さと統計学的有意性

を調べることを目的

とした。 
・メタアナリシス、コホ

ート研究、系統的レビ

ュー、症例対照研究、

ランダム化比較試験、

症例報告が対象とさ

れた。客観的に測定さ

れたあらゆるタイプ

の特徴が含まれ、対象

者ベースのモバイル

又はウェアラブルデ

バイスを介してデー

タが収集され、Patient 
Health Questionnaire-9
などの自己申告尺度

又 は Hamilton 
Depression Rating Scale
等の臨床診断尺度を

含む気分尺度で、研究

前、研究中、又は研究

後のいずれかで異常

な抑うつ気分が定量

化された論文を対象

にした。 

・IEEE Xplore、ACM Digital、Library、
Web of Sciences、PsycINFO、PubMed、
DBLP、computer science bibliography、
HTA、DARE、Scopus、Science Direct
を用いて文献を検索し、引用文献検

索ではシステマティックレビュー

あるいはメタアナリシスを検索対

象とした。 
・検索式は(smartphone OR mobile OR 

wearable OR “smart phone” OR app OR 
apps) AND (depression OR bipolar OR 
unipolar OR “affective disorder” OR 
“mental health” OR “mood disorder”) 
AND (“20070101”[Date–Publication]: 
“20170101” [Date–Publication]) AND 
English[Language]を用いた。 

・検索で抽出された論文から、タイト

ルおよびアブストラクトの確認に

より、抑うつ気分に関する研究を収

集し、客観的な評価がなく自己評価

のみの研究、感情に関する研究が除

外された。 
・筆頭著者、発行年、モバイルデバイ

スの仕様、対象者数、対象者の年

齢、研究の日数、およびアウトカム

としてのうつ病の尺度の情報が文

献から抽出され、抑うつ気分の症

状と客観的な行動との相関を確認

した。 

・睡眠時間は活動量計で測定

された。 
・最後の検

索は 2017
年 4 月 27
日に行わ

れ、2007年
から 2017
年の間に

公開され

た文献が

抽出され

た。 

・合計 46 件の研究がレビューの対象となった。

85 の項目を調査し、これは 17 の人口統計デー

タが含まれた。これらの特徴は 7 つに分類さ

れた。 
・ブートアセスメント（気分評価）と有意な関連

が見られたいくつかの要因の 1 つに、睡眠時

間があった。 
・抑うつ気分の症状と自宅での滞在時間、睡眠

時間、活発な活動の間に有意かつ、一貫した

相関関係を示す傾向にあった。一方で、その

他のカテゴリ（テキストメッセージの送信

量、場所間の滞在時間、携帯電話の画面上活

動の頻度）には相関関係に関する傾向が一

致していなかった。 
・この研究の限界は、うつ病の診断と睡眠時間の

測定が、自己申告によること、因果関係を示す

ことができないことである。 

Rohani 
DA et al., 
2018 

3-29
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

29 記述疫学

（労働時

間に関す

る研究） 

・2010 年度から 2014 年

度に報告された日本

の労災補償請求に関

するデータベースを

使用し、労働に関連す

る有害事象（精神障害

や自殺）の発生が、性

別や業種によって異

なるかを調査した。 
・精神障害の補償を含む

1,362の症例（女性：422
人、男性：940 人）が

分析された。このう

ち、241 件（女性:7 件、

男性：234 件）の症例

が自殺症例であり、女

性の自殺症例件数が

少ないため、男性の自

殺事件に関するデー

タのみが提示された。 

・2010 年 1 月から 2015 年 3 月の間に

認定された精神障害と自殺に関す

るすべての労災補償請求（IACI）に

関する情報が収集された。データベ

ースには、補償年、性別、業種、お

よび仕事関連の有害事象に関する

情報が含まれていた。業種は、総務

省が制定した日本標準産業分類に

基づいて分類された。 
・労働関連の有害事象の有無は、2011
年の精神障害の認定基準の労働関

連の有害事象のリストを使用して

労働基準局によって調査された。 
・仕事に関連する有害事象は、長時間

労働、仕事に関連する事故や災害、

職場におけるいじめやセクシャル

ハラスメント、その他大きな失敗や

退職させられることの 4 つに分類さ

れた。 
・クロス集計は、性別、業種、および

仕事関連の有害事象に従って実行

された。 
・IACIを含む症例の頻度分布が性別や

業界によって異なるかどうかを調

べるために、χ²検定と、仕事に関連す

る各有害事象の残差（residuals）の分

析を男性で実行した。p<0.05 を統計

的に有意であると見なした。 

・精神障害発症前の 1 か月あ

たり 80 時間以上の残業を

「長時間労働」と定義。 
・極度の長時間労働は、2011 年

の精神障害の認定基準の労

働関連の有害事象のリスト

で 1 か月あたり 160 時間以

上の残業と定義されている。

（本文中に労働時間の測定

方法に関する記載なし。） 

・2010 年度

から 2014
年度に報

告された

日本にお

けるデー

タベース

を使用し

た。 

・有害事象の頻度の分布は、性別と業種によって

大幅に異なった。 
・男性では、55.7%の症例が「長時間労働」に起

因していた。女性では 24.6%であった。男女と

もに、「長時間労働」やその他のイベントに起

因する症例の頻度は業種によって大きく異な

った。自殺の補償を伴うケースでは、71.4%が

「長時間労働」に起因していた。 
・この研究の限界は、警察官、消防士、学校教師、

中央政府職員などの地方自治体職員の事例は

含まれていないこと、年齢層又は職種に応じ

た業種と仕事関連の有害事象との関連に関す

るデータは、利用できないため分析されなか

ったこと、精神障害の補償を伴う事例を検討

したため、補償されていないケースの関連デ

ータが含まれていないこと、調査された事例

は日本の民間企業の従業員の事例に限定され

ていたため、現在の調査結果を異なる背景を

持つ集団に一般化できないことである。 

Yamauch
i T et al, 
2018 

3-30
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

30 コホート

研究（睡眠

時間に関

する研究） 

・日中の過度の眠気

（EDS）、長い習慣的

な睡眠時間（9 時間以

上の睡眠）、および客

観的な睡眠傾向とう

つ病の症状との長期

的な関連を調べるこ

とを目的とした。 
・ウィスコンシン州中南

部の州労働者で、ベー

スラインの夜間睡眠

ポリグラフ検査を受

けた者のうち過眠症

とうつ病の測定値が

評価されている者を

解析対象とした。過眠

の主観的尺度は、1998
年から 2014 年までの

間に対象者を訪問し

た際に収集された

（n=1,287）。多重睡眠

潜時試験は、1989 年か

ら 2011 年の対象者の

サ ブ サ ン プ ル

（n=1,155）で実施され

た。対象者の平均年齢

は 59 歳、男性の割合

は 54%だった。 
 

・主観的なEDSはエプワース眠気尺度

（ESS）で測定された9。 
・うつ病は、Zung 自己評価うつ病尺度

で測定された10。スコア 50～59 を軽

度のうつ病、60 以上で中程度あるい

はそれ以上のうつ病であると定義

された。 
・条件付き（対象者内）ロジスティッ

ク回帰分析を用いて、うつ病の発症

の可能性と 3 つの主要な過眠症の測

定値のオッズ比を推定した：主観的

EDS [エプワース眠気尺度（ESS）
>10]、習慣的な睡眠時間≥9 時間/日、

および生理的睡眠傾向の増加 [睡眠

潜時反復検査（MSLT11）平均睡眠潜

時<8 分]。 
・共変量として、年齢、性別、肥満度

指数、喫煙状況、アルコール使用、

カフェイン使用、慢性病状、不眠症、

鎮静睡眠薬使用、睡眠呼吸障害、睡

眠時間を調整した。 
 

・習慣的な睡眠時間は、次の質

問を使用して推定された：

「平日の夜、週末あるいは勤

務日以外の夜、通常何時間の

睡眠をとりますか？」1 日の

平均睡眠時間は、（5×就業日

睡眠+2×週末睡眠）/7 として

計算された。 
・891 人に対して主観的な過

眠症測定値の評価がなさ

れ、680 人に対して客観的

な過眠症測定値の評価が

なされた。 

・4 年間隔で

複数の評

価が実施

された。 
・1989 年か

ら 2011 年

までの対

象者のサ

ブサンプ

ルで、複数

の睡眠潜

時検査が

実施され

た （ n= 
1,155）。 

・共変量の調整後、うつ病の発症のオッズ比

（OR）は、主観的な EDS を持つ対象者で 1.67
（95%CI：1.02-2.73）と有意に増加した。しか

し、MSLT での生理的睡眠傾向の増加は、うつ

病の発症のオッズ比が減少する傾向と関連し

ていた（OR=0.50、95%CI：0.24-1.06）。9 時間

以上の睡眠とうつ病の間に有意な縦断的関連

は見られなかった。 
・この研究の限界は、うつ病の診断が精神医学的

面接によって確認されていないこと、また、睡

眠時間の客観的尺度が利用されていないこと

である。 

Plante 
DT et al., 
2017 

                                                   
9 ESS：エプワース眠気尺度、日中の眠気の程度を調べる質問票で、実生活においてどのような時に眠くなるかを尋ねる。各質問には 0（ない）～3（ほとんど）で回答（スコアの範囲 0～
24）する。(M W Johns 1991 A new method for measuring daytime sleepiness: the Epworth sleepiness scale. Sleep, 1991 Dec;14(6):540-5 参照) 
10 Zung 自己評価うつ病尺度：うつ病を簡単に臨床的に評価できる自己評価尺度。25 の各質問に 1～4 で回答し評価する（スコアの範囲 25～100）。（福田ら 1973 自己評価式抑うつ性尺度の研

究. 精神神経学雑誌, 1973; 75(10) :673-679 参照） 
11 MSLT：睡眠潜時反復検査、過眠症を診断する検査方法。脳波装置を装着し 2 時間おきに計 5 回検査を実施し眠気の程度を評価する。（加藤ら 2017 睡眠関連疾患の評価法 睡眠ポリグラ

フ検査と反復睡眠潜時検査. 脳と発達, 2017; 49 :391-395 参照） 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

31 コホート

研究（睡眠

時間に関

する研究） 

・2008 年に中国で発生

した四川大地震を経

験した青年の大規模

コホートにおいて、

睡眠障害と心的外傷

後 ス ト レ ス 障 害

（PTSD）および抑う

つ症状との関連を調

査した。 
・対象者は震源地から

20km 離れた中国の都

江堰にある Wenchuan
地震青年健康コホー

ト（WEAHC）の 1,573
人の青年であった（調

査時の平均年齢 15.0
±1.3 歳、男性 46%）。 

・調査開始 12 か月時点と（T12m）24
か月時点（T24m）を比較評価した。 

・抑うつ症状は中国語版の子供向けう

つ病自己評価尺度（DSRSC）を使用

して評価された。合計スコア 15 をカ

ットオフとして使用した。 
・PTSD の症状は、心的外傷後ストレ

ス障害自己評価尺度（PTSD-SS）を

用いて測定した。PTSD をスクリー

ニングするためのカットオフとし

て合計スコア 50 が使用された。 
・対象者の地震体験は 6 か月時点で

評価されて、地震による被害を報

告した。 
・χ2検定を使用して、T12m と T24m の

間の睡眠障害、PTSD、抑うつ症状の

有病率の違いを調査した。 
・ロジスティック回帰分析を行い、各

睡眠変数（睡眠時間、入眠障害、睡

眠維持困難、睡眠の質、睡眠の乱れ）

と PTSD および抑うつ症状との間の

二変量および多変量の関連を個別

に調査した。 
・多変量回帰モデルでは、性別、年齢、

居住地、一人っ子、父親の教育レベ

ル、地震体験、T12m での PTSD/抑う

つ症状により潜在的な交絡を調整

した。 

・ 睡 眠 の 質 に つ い て は
Pittsburgh Sleep Quality Index 
(PSQI)を使用して、自己申告

された過去 1 か月の睡眠時

間と睡眠障害について評価

した。 
・睡眠障害は、睡眠開始の困難

（週に 3 日以上）、睡眠の維

持の困難（週に 3 日以上）、

睡眠の質の低下の 3 つの症

状のいずれかがあると定義

された。 
・睡眠時間は 5 時間未満、5～

6 時間、7～8 時間、9 時間以

上に分けられた。 

・対象者は

2008 年 5
月 12 日に

発生した

地震の 6
か月後か

ら 6 か月

ごとに評

価された。 
・24 か月追

跡された。 

・T12m と T24m で、対象者の 38.3%と 37.5%が

睡眠障害を報告し、22.5%と 14.0%が PTSD 症

状を報告、41.0%と 38.3%が抑うつ症状を報告

した。 
・T12m での性別、年齢、居住地、一人っ子、父

親の教育レベル、地震体験で調整した後、

T12m での睡眠障害は、T24m での PTSD（オ

ッズ比（OR）=1.80、95%CI：1.17-2.75）およ

び抑うつ症状（OR=1.51、95%CI：1.14-2.02）
のリスク増加と有意に関連していた。さらに

睡眠障害は、PTSD の持続性（OR=2.35、95%CI：
1.43-3.85）および抑うつ症状（OR=2.41、
95%CI：1.80-3.24）を予測した。 

・睡眠時間は、年齢、性別、居住地、一人っ子、

父親の教育レベル、地震体験で調整すると

T24m では PTSD、うつともに有意な差は見ら

れなかったが、T12mにおいて PTSD では有意

性がないがうつでは 5 時間未満睡眠

（OR=5.61、95%CI：1.45-21.74）で有意であっ

た。 
・この研究の限界は、地震の前後の対象者の睡眠

とメンタルヘルスに関するデータを収集でき

なかったこと、収集したデータは対象者の自

己申告に基づくこと、フォローアップ中に睡

眠時間および睡眠障害の状態が変化する可能

性があること、フォローアップ中の治療が対

象者の抑うつ症状や PTSD に影響を与える可

能性があることである。 

Fan F et 
al., 2017 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

32 コホート

研究（睡眠

時間に関

する研究） 

・合併する注意欠如・

多動性障害

（ADHD：Attention-
deficit hyperactivity 
disorder）はうつ病や

不安障害における概

日リズム障害の原因

となり得るか調査し

た。 
・睡眠と概日リズム障害

が評価されたオラン

ダのうつ病と不安障

害の研究（NESDA）デ
ータを分析した。 

・18～65 歳の個人のう

つ病および不安障害

の長期経過と結果を

調査するためのコホ

ート研究であり、ベー

スラインで 2,981 人の

対象者が含まれた。 

・ADHD は評価尺度（Conner's Adult 
ADHD Rating Scale）を用いて健康な

対照群、うつ病および不安障害

（LDA）、LDA かつ高 ADHD の両方

（LDA＋ADHD）の 3 群に定義した。 
・うつ病又は不安障害は DSM-IV に基

づき定義された。うつ病又は不安障

害と定義された対象者のうち、6 か

月以内に症状がない者は寛解と判

断した。 
・対照群、LDA 群、LDA＋ADHD の間

で、一般的な特徴と睡眠特性の違い

を分散分析および χ²検定を用いて検

討した。また、目的変数を概日リズ

ム障害とし、説明変数を睡眠特性と

した多変量解析も実施した。 
・共変量として、年齢、性別、教育年

数、同居パートナーを持つこと、同

居する子供を持つこと、BMI、慢性

疾患の既往歴の有無、喫煙、過去 1
か月の薬物の使用を調整した。 

 

・概日リズムに関する情報は、

ベースライン時に収集され

た。 
・睡眠特性は対象者による自

己 申 告 で あ り 質 問 票

（ Munich Chronotype 
Questionnaire：MCTQ）を用

いて評価された。MCTQ は

就寝時間、起床時間、

midsleep（睡眠サイクルの中

間点）、入眠潜時、就業前夜

と休日の睡眠時間、小児期と

成人期のクロノタイプ

（chronotype：活動的な時間

帯が朝型か夜型かを決める

概日リズムの型）に関する質

問で構成される。 
・短い睡眠は 6 時間未満と定

義された。 
 

・対象者は 2
年間追跡

された。 

・LDA と比較して LDA＋ADHD は、小児期およ

び成人期の非常に遅いクロノタイプの有病率

（非常に遅い時間に活動する割合）が有意に

高かった。就業日には 00：30 時間以降に就寝

することが多く、睡眠時間が大幅に短くなり、

睡眠時間が 6 時間未満になることが多い。ま

た、入眠潜時が長くなり、30 分以上になるこ

とが多かった。休日には入眠時間が長くなり、

入眠潜時が 30 分以上になることが多かった

（すべて p<0.05）。 
・高い ADHD 症状は共変量を完全に調整した後

でも 3 つの概日リズムの状態（遅いクロノタ

イプ、睡眠時間 6 時間未満、DSPS（遅延睡眠

機症候群））のすべてのオッズ比（OR）を大幅

に増加させ、統計的に有意な差を示す OR は

2.4～2.7 の範囲であった。 
・集中できないという症状は、DSPS の兆候（SD
増加あたり OR=1.3、p=.002）、成人期の後期ク

ロノタイプ（SD 増加あたり OR=1.2、p=.055）、
および就業日の短い睡眠時間（SD 増加あたり

OR=1.3、p=.057）の OR を大幅に増加させた。

一方で、過活動性の症状は、概日リズムに関す

るパラメーターのいずれのオッズも増加させ

なかった。 
・ADHD 症状と概日リズム睡眠障害との用量反

応関係に関して、ADHD 指数は成人期の後期

クロノタイプ（SD 増加あたり OR=1.3、
p=.014）、DSPS（SD増加あたりOR=1.3、p=.004）
のオッズ比を有意に増加させた。 

・高い ADHD 症状は、うつ病および不安障害を

持つすでにリスクのある集団に対して、概日

リズム障害を原因とする睡眠障害の増加率と

関連していた。この研究の限界は ADHD がう

つ病や不安症状と概念的に重複しているこ

と、横断研究であり自己申告による睡眠特性

を使用していることである。 

Bron TI 
et al., 
2016 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

33 横断研究

（睡眠時

間に関す

る研究） 

・うつ病と全就床時間の

短縮との関連を調査

することを目的とし

た。 
・3 段階の層化サンプリ

ング法でリクルート

された 4,738 人の日本

人のうち、調査への参

加に同意し、CES-D 等

のデータに欠損のな

い 2,532 人が分析の対

象となった（日本大学

睡眠・メンタルヘルス

疫学プロジェクト

（NUSMEP））。 

・うつ病は、Center for Epidemiologic 
Studies うつ病スケール（CES-D）を

使用して評価され、カットオフポイ

ントは 16 点とされた。 
・多重ロジスティック回帰分析を用い

て睡眠時間又は全就床時間の、各カ

テゴリのうつ病に対するオッズ比

（OR）と 95%信頼区間（95%CI）を

算出した。 
・共変量として、モデル 1 では社会人

口統計変数（年齢、性別、教育レベ

ル、居住地域の規模、婚姻状況）を、

モデル 2 では社会人口統計学的変数

と不眠症の症状を、モデル 3 では、

社会人口統計学的変数、不眠症の症

状、および睡眠薬の使用を調整し

た。 
 

・睡眠習慣に関する質問は、日

本版のピッツバーグ睡眠品

質指数（PSQI）から採用され

た。7 つの質問を用いて、就

寝時刻、起床時刻、実際の睡

眠時間、入眠困難になった頻

度、夜に覚醒した頻度、朝早

くに起きた頻度、睡眠薬を服

用した頻度が尋ねられた。 
・全就床時間は、就寝時間と起

床時間から算出された。 
・睡眠時間とベッドにいる時

間は、次のカテゴリに分けら

れた：<6 時間、6～7 時間、

7～8 時間、8～9 時間、≧9 時

間。7～8 時間を対照群とし

て比較した。 

・ 調 査 は

2009 年に

実施され

た。 

・睡眠時間とうつ病の関連性について、<6 時間

睡眠は、調整しないモデル（Crude）、調整後の

モデルいずれでも、うつ病と有意な関連を示

した。（Crude：OR=3.33、95%CI：2.13-5.22、
モデル 1：OR=3.35、95%CI: 2.12-5.30、モデル

2：OR=2.50、95%CI：1.55-4.02、モデル 3：2.27、
95%CI：1.40-3.68）。6～7 時間、8～9 時間の睡

眠は、うつ病と有意な関連を示さなかった。ま

た、≧9 時間の睡眠は、調整しないモデルでは

有意な関連があったが（Crude：OR=2.89、
95%CI：1.33-6.29）、調整後では有意ではなかっ

た（モデル 3：OR=1.90、95%CI：0.78-4.65）。 
・全就床時間とうつ病の関連性について、<6 時

間睡眠は Crude とモデル 1 でうつ病との有意

な関連を示した（Crude：OR=1.93、95%CI：1.20-
3.11、モデル 1：OR=2.00、95%CI：1.23-3.26）。
6～7 時間、8～9 時間睡眠とうつ病との関連は

なく、≧9 時間睡眠はモデル 1 でうつ病との有

意な関連性を示した。 
・この研究の限界は、横断研究であるため、因果

関係が結論できないこと、この研究で定義さ

れたうつ病は、抗うつ薬による治療によって

抑うつ症状が改善された対象者を除外した可

能性があること、睡眠障害は自己報告アプロ

ーチを使用して評価されたこと、参加率が

54%程度のため、対象者にバイアスがかかって

いる可能性があることである。 

Furihara 
R, et al, 
2015 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

34 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・日本、韓国、台湾にお

いて、長時間労働や仕

事のストレスによる

心血管障害、脳血管障

害、および精神障害の

傾向を比較し、1980 年

から 2010 年までの労

働時間の変化との関

連を調査することを

目的とした。 
 

・職業病に関するデータは、労働者災

害補償制度の公式統計から得られ

た。 
・職業性の精神障害と認定されたもの

の過去 1 か月の労働時間を年齢区分

別に集計した。 

・労働時間に関する情報は、公

式統計と従業員の全国調査

から得られた（日本：総務省

統計局が発表した 5 人以上

の正社員がいる事業所の全

国調査のデータ、韓国：韓国

雇用労働部が実施した 5 人

以上の労働者を抱える事業

所の全国調査に基づくデー

タ、台湾：台湾の行政院主計

総局が実施した家計調査）。 
・週 60 時間以上の労働が長時

間労働と定義された（労働時

間の詳細な調査方法につい

ては記載なし）。 

・1980 年か

ら 2010 年

のデータ

が用いら

れた。 

・仕事のストレスに起因する職業性心血管障害、

脳血管障害、精神障害に対する補償は、3 か国

すべて増加していた。一方で、平均労働時間と

長時間労働の従業員の割合は共に減少してい

たが一致しなかった。 
・日本では、職業性精神障害のうち、30%は発症

前 1 か月以内に 100 時間以上の残業をしてい

た。 
・男性が多く（76%）、40 歳未満の労働者が

57.8%、40～50 歳台が 37.6%を占めていた。平

均労働時間の傾向に関する調査結果と一致し

て、週 60 時間以上働く長時間労働の従業員の

割合も 3 つの国すべてで減少していた。 
・この研究の限界は、利用できたデータに制限が

あったことにより、長時間労働の相対的な寄

与を、健康リスクに関する他の心理社会的労

働ハザードの寄与と直接評価および比較する

ことができないことである。 
 

Cheng Y, 
et al., 
2012 

35 横断研究

（労働時

間に関す

る研究） 

・アラブ首長国連邦の労

働キャンプに居住す

る移民労働者のうつ

病の有病率と相関関

係を調査することを

目的とした。 
・30 の労働収容所から、

収容人数に応じてラ

ンダムに選ばれた3つ
の収容所から、さらに

対象者がランダムに

リクルートされた。参

加に同意した319人の

う ち 、 239 人 が
Depression Anxiety 
Stress Scale（DASS-42）
を完遂した。 

 

・うつ病と希死念慮は、DASS-42 を使

用して評価された。スコア 10 点以上

がうつ病と定義された。希死念慮

は、自殺をしようと考えること（自

殺念慮）、自殺の計画、自殺の試みな

ど、生涯にわたる自殺行動に関する

一連の質問によって評価され、「自

殺を真剣に考えたことはあります

か？」という質問に肯定的に回答し

た場合、希死念慮があると特定され

た。 
・ステップワイズロジスティック回帰

分析により、有意な因子を抽出し

た。 

・1 日あたりの労働時間は質問

票を用いて評価された。（本

文中に評価方法の詳細な記

載なし。） 
・労働時間が8時間未満と8時
間以上の 2 群に分けた。 

・2008 年 10
月から 11
月 

・うつ病の有病率は 25.1%（60/239 人）であっ

た。 
・ステップワイズロジスティック回帰分析によ

って、うつ症状に対しては建築現場での労働、

身体的病気があること、ひと月あたりの収入

が低いこと、1 日 8 時間以上働いている（有病

率：213/315、調整オッズ比=2.7、95%CI：1.19-
6.27）ことが有意な因子であった。 

・希死念慮に関しては、身体的病気と収入が低い

こと、8 時間以上の労働（調整オッズ比=8.35、
95%CI：1.03-67）が有意な因子であった。 

Al-
Maskari, 
F. et al, 
2011 
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3.4 精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連について、ネガティブな結果を示す参考文献 

精神障害の患者を対象としているが精神障害と睡眠時間の関連を調査している文献、精神障害と労働時間との間に有意な関連を示さなかったが参考となり得る

文献は 3 件であった。詳細は以下のとおり。 

 

No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 

方法 
睡眠時間・労働時間、 

測定 
調査期間 結果・考察 

36 症例対照

研究（睡眠

時間に関

する研究） 

・双極性障害患者のグルー

プと健康な対照群の睡

眠状態を評価すること

を目的とした。 
・209 人の対象者（104 人

の健康な者（対照群）と

105 人の双極性障害患

者）が研究に登録され

た。患者と対象群は、睡

眠時間の割合に差がな

かった（睡眠時間 7 時間

以下：54.3% vs 50.0%、7
時間より長い：45.7% vs 
50.0%）。 

 

・MINI-plus 構造化面接により、双極

性障害群の選択基準は DSM-IV-
TR 基準に従った双極性障害の診

断によって行われた。気分が正常

であること（Euthymia）は、ハミル

トンうつ病評価尺度（HDRS）とヤ

ングマニア評価尺度（YMRS）の両

方で 7 未満のスコアとして確立さ

れた。 
・対照群も MINI-plus を使用してイ

ンタビューされ、現在又は過去の

DSM-IV-TR 軸 I 精神障害、および

精神薬理学的薬剤の使用がない場

合に、この研究の対象とした。 
・対照群と気分が正常である

（Euthymia）と判断される患者群

との 2 群間でピッツバーグ睡眠品

質指数（PSQI-BR）のスコアを比較

した。連続変数はMann-Whitney検
定を、カテゴリ変数は χ2検定を用

いて比較した。 

・睡眠評価には、ポルトガル語

で検証された PSQI-BR が使

用された。グローバル PSQI
スコア>5 が、睡眠の質が悪

いことと定義された。さら

に、7 つの PSQI サブコンポ

ーネントのそれぞれをカテ

ゴリ変数に変換するグルー

プを比較した。 
 

・調査期間

は本文中

に記載な

し。 

・対照群と患者群との間でスコアを比較した。7 つ

の睡眠の質に関する項目のうち 5 つは患者群で

有意に睡眠の質が悪かった（p=0.000）。他の PSQI
睡眠時間サブコンポーネントについても、双極

性患者の睡眠潜時（p=0.000）および睡眠効率（p 
=0.000）に大きく有意な乱れがあるにも関わら

ず、2つの群で同等の結果を示したと著者らは述

べている。 
・この研究の限界は、睡眠は複雑で複数の決定要

因を持つ変数であるため、複雑なタスクで完全

な結果を保証することが現実的でないこと、睡

眠時間の質の測定に思い出しバイアスがある可

能性があること、評価された重要な交絡因子が

医学的臨床状態の数であったこと、双極性障害

群の睡眠パターンに対する精神科薬の影響を排

除することができないことである。 

Rocha PM 
et al., 
2013 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 

研究手法 目的・対象集団 
方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

37 コホート

研究（労働

時間に関

する研究） 

・ばく露と反応の関係を予

測して、長時間労働の潜

在的な健康への悪影響

としてうつ病を調査す

ることを目的とした。 
・2,790 人のデンマークの

上級医療コンサルタン

トの全国的な前向きコ

ホート研究が実施され

た（61.7%の回答率）。 

・質問票のデータは、医療製品庁の

登録簿のデータ（1995–2009 年）と

リンクされた。 
・うつ病は、医療製品庁の登録簿デ

ータを使用して、処方された抗う

つ薬を受け取ることで定義され

た。 
・比例ハザードコックス回帰分析を

用いて、長時間労働とうつ病のハ

ザード比（HR）と 95%信頼区間

（95%CI）が算出された。 
・共変量として、性別、年齢、婚姻

状況、専門分野、職場での決定権、

社会的支援、定量的労働需要、お

よびベースライン前に処方された

抗うつ（anti-depressive：AD）薬が

調整された。 

・労働時間は、「平均して 1 週

間に何時間働いています

か。」と尋ねられた。 
・回答のカテゴリは、25～36 時

間、37～40 時間、41～44 時

間、45～49 時間、50～54 時

間、55～59 時間、および 60
時間以上であった。週労働時

間 37～40 時間を対照群とし

て比較し、週 40 時間以上の

労働が長時間労働と定義さ

れた。 

・ベースラ

イン調査

は 2008 年

4 月から

10 月まで

に実施さ

れ、医療製

品庁の登

録簿のデ

ータとは

2010 年に

リンクさ

れた。 

・長時間労働は、対照群と比較し、フォローアップ

中に常にうつ病のリスクを増加させなかった。

週 60 時間以上でもリスクは上昇しなかった

（HR=0.48、95%CI：0.1-3.7、調整前週 60 時間以

上：HR=0.42、95%CI：0.06-3.11）。 
・労働時間を連続変数として適用した場合に、労

働時間はうつ病のリスクを上昇させず

（HR=0.93、95%CI：0.76-1.13）、同じ結果が得ら

れた。 
・この研究の限界は、労働時間は、ある時点でのみ

測定されていること、上級コンサルタントは、

長時間労働を勤勉と献身の表れと見なす場合が

あり、労働時間の回答にバイアスが生じている

可能性があることである。 

Varma A, 
et al., 
2012 

38 症例対照研

究（労働時

間に関す

る研究） 

・うつ病性障害が台湾のマ

イクロエレクトロニク

スエンジニアの仕事の

パフォーマンスを損な

うかどうかを評価する

ことを目的とした。 
・台湾の新竹科学工業園区

（HSP）の近くにあるマ

ッケイ記念病院で、うつ

病と診断された678人の

マイクロエレクトロニ

クスエンジニア（対照

群：452 人、うつ病性障

害群：226 人）が対象者

であった。 

・精神科医の診断によって、ベック

うつ病調査のスコアが 17 以上で

あるとうつ病と定義された。 
・自記式の質問票により、職務内容、

努力と報酬の不均衡、人口統計、

心理社会的要因、健康行動および

職務遂行能力が評価された。 
・階層ロジスティック回帰を用い

て、うつ病性障害の危険因子が特

定された。 
・多変量線形回帰を用いて、作業パ

フォーマンスに影響を与える因子

が決定された。 
・共変量として、仕事（労働時間、

交代勤務）、外部の仕事内の他の心

理社会的要因（ライフイベント、

社会的支援）、および健康行動（ア

ルコール、喫煙、運動、知覚され

た健康）を調整した。 

・週間労働時間は、職場で過ご

した週平均時間の自己申告

による報告（自記式質問票）

から算出された。 

・ 調 査 は

2007 年 1
月 か ら

2008 年 6
月に行わ

れた。 

・週間労働時間は、ロジスティック回帰分析を行

うと、オッズ比は 1.00（95%CI：0.98-1.02）であ

り、有意ではなかった。 
・階層的ロジスティック回帰より、うつ病性障害

の危険因子として、需要の高さ、仕事の社会的

支援の低さ、努力/報酬の比率の高さ、および運

動頻度の低さが特定された。2つの仕事のストレ

スモデルを組み合わせると、一方を単独で採用

するよりも、うつ病性障害の予測力が高くなる

可能性が示唆された。 
・3 つの多変量線形回帰により、うつ病性障害が欠

勤（β=0.192、p=0.000）、役割制限（β=0.112、
p=0.011）、社会的機能制限の観点から仕事のパ

フォーマンスの低下（β=0.098、p=0.026）に関連

していることが示された。 

Chen SW 
et al., 
2011 
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3.5 精神障害の発病と睡眠時間又は労働時間との関連について（報告書等） 

国内の労災補償の状況等を調査した報告書等であり、本調査において参考となる情報として 2 件を整理した。詳細は以下のとおり。 

 

No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

39 記述疫学

（労働時

間に関す

る研究） 

・日本の運輸・郵便に従事

する労働者の過労に関

連する精神障害の特徴

について調べることを

目的とした。 
・過労によって精神障害を

発症し補償された214件
の症例が対象とされ、男

性 176 人（発症時の平均

年齢 41.6±10.3 歳）、女性

38 人（38.2±10.8 歳）で

あった。 
・職種は、運転手 98 人、

事務職 25 人、倉庫管理

者 17 人、管理職 13 人、

郵便局員11人であった。 

・年齢、性別、診断、自殺、および

経験した仕事関連イベントの観点

から、各症例の評価が行われた。

発症人数を症例数で割った割合に

よって評価した。 

・本文中に記載なし ・2010年1月
から 2015
年 3 月ま

での症例

を対象と

した。 
 

・過労によって精神障害を発症し補償された症例

のうち、精神障害は、F32 うつ病エピソード

（42.5%）、F43.2 適応障害（23.4%）、F43.1 心的

外傷後ストレス障害（17.8%）、および F43.0 急

性ストレス反応（4.2%）であった。 
・男性 29 人（14%）が自殺していた。 
・過労によって発症した精神障害は、長時間労働

（仕事関連イベントの 50%）、職場での問題

（31%、重大な失敗やエラー、仕事内容の劇的な

変化など）、監督者との対立（21%）、乗客との衝

突（11%）、自動車事故による負傷（10%）、およ

び労働災害による負傷（9%）と関連していた。 
・この研究の限界に関する記載は本文中になし。 

Masaya 
Takahashi 
et al, 2019 
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

睡眠時間・労働時間、 
測定 

調査期間 結果・考察 

40 記述疫学

（労働に

関する研

究） 

・精神障害の労災認定事案

における運輸業・郵便業

の被災状況や関連する

要因を調査した。 
・精神障害による労災認定

事案（平成 22 年 1 月～

平成 27 年 3 月）のデー

タベースからデータを

収集し、運輸業・郵便業

の事案（214 件）を調査

対象とした。 
 
 

・各事案の調査復命書に基づき、被

災労働者の職種を同定し、自殺の

有無、恒常的な長時間労働の有無

を確かめた。 
・長時間労働以外の関連要因を分け

（路上事故（被害又は加害）、事業

場内事故（被害又は加害）、仕事上

の問題、上司関連の問題、同僚関

連の問題、部下関連の問題、乗客

関連の問題、顧客関連の問題、退

職強要、東日本大震災関連の問

題）、職種ごとに集計した。 
・トラック運転手は、長距離走行す

る長距離群とそうでない非長距離

群に分けた。 
 

・労働時間の測定方法は本文

中に記載なし。 
・精神障害

による労

災認定事

案（平成22
年 1 月～

平成 27 年

3 月）のデ

ータベー

スからデ

ータを収

集した。 

・恒常的な長時間労働である割合は 50%であり、

職種ごとに分析すると、管理責任者が85%（11/13
人）と高値であった。 

・長時間労働以外の関連要因を分析した結果、仕

事上の問題が最も多く（31%）、職種ごとに分析

すると、管理責任者、事務職、郵便局員で多かっ

た。 
・トラック運転手、事務職、管理責任者では特に、

恒常的な長時間労働を伴う事案が多かった。 
・関連要因のうち 2 番目に多い上司関連の問題

（21%）を職種ごとに分析すると、郵便局員と事

務職で多く、業務指導範囲内と見なされたもの

の、仕事のミスに対する罵声や叱責を上司から

受けていたことが共通していた。 
・仕事上の問題と同じように、恒常的な長時間労

働がトラック運転手や倉庫作業で付随してい

た。トラック運転手を長距離群と非長距離群と

で比較すると、恒常的な長時間労働が認められ

た割合は 60%ほどで同様であったが、長距離群

では路上事故の加害者となることが多かった

（11%）。それに対して、非長距離群では仕事上

の問題（30%）や自殺（10%）が多いことが判明

した。 

高橋正也

ら、
2018 
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3.9 その他参考となる文献について 

その他、長時間労働以外の就労に関連する要因や睡眠時間以外の睡眠障害等と精神障害との関連を調査した文献のうち、参考となり得る文献 8件を整理した。

詳細は以下のとおり。 

 

No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

1 横断研究

（睡眠の

質に関す

る研究） 

・サービス産業における

内部移民労働者の睡

眠の質の低下に関連

する危険因子を調べ、

不眠症と精神医学的

要因の相関を評価す

ることを目的とした。 
・中国の深圳の、内部移

民労働者 1,756人（女
性 54.8%）が調査に参
加した。平均年齢は

40.02歳であった。 

・多変量回帰分析を用いて、睡眠の質の悪さ

の危険因子を特定した。睡眠の質の悪さを

目的変数に、性別、過去 2年間の病気の有
無、年齢、教育レベル、収入、労働時間（8
時間以上/未満）、不安、うつ病を説明変数
にロジスティック回帰分析を行った。 
・さらに構造方程式モデルを使用して、睡

眠、不安、うつ病、および回復力の間の関

係を分析した。 
・Center for Epidemiologic Studiesうつ病スケ
ール（CES-D）を使用して、うつ症状を評
価した。中国人集団における、うつ病症状

のカットオフ値は 21以上とした。不安に
ついては General Anxiety Disorder 7(GAD-
7)」を指標に 4つに区分（最小：0～4、低：
5～9、中：10～14、高：15以上）した。 
・社会統計学的特性として、対象者の性別、

年齢、婚姻状況、教育レベル、月収、日々

の労働時間について調べた。また、過去 2
週間に身体的な病気（風邪、インフルエン

ザ、連鎖球菌性咽頭炎等）の診断をされた

か調べた。 

・社会統計学的特性として、対象

者の日々の労働時間を収集し

た。労働時間は対象者の自己

申告である。 
・過去 1 か月の主観的な睡眠の
質は、中国語版のピッツバー

グ睡眠の質の指標（PSQI）によ
って評価された。7ポイントを
超える PSQIスコアが、睡眠の
質が悪いと定義された。 

・2014年6月
から 2014
年 8 月に
対象者が

リクルー

トされた。 
 

・睡眠の質の悪さの有病率は 25.4%だっ
た。 
・ロジスティック回帰分析の結果、1 日 8
時間以上働いており（オッズ比（OR）
=1.553）、年齢が高く（OR=1.452）、過去
2 週間に身体的な病気を経験しており
（OR=3.631）、不安などの精神医学的問
題を抱えていること（ORは最小を 1と
したときに、段階別に 1.645、1.990、
3.331）、うつ病（OR=1.437）が、睡眠の
質の悪さが低下するリスクと関連して

いた（p<0.05）。 
・不安の重症度が増すにつれて、睡眠の質

が低下するリスクが高まった。 
・男女ごとに解析すると、女性ではうつ病

と、睡眠の質との関連が検出された

（OR= 1.480）が、男性では検出されなか
った。労働時間は男女ともに有意（男性：

OR=1.6、女性：OR=1.5）であった。 
・構造方程式モデルは、睡眠が不安（r 

=0.277）、うつ病（r=0.301）、および回復
力（r=-0.103）と相互に相関していること
を示した。忍耐性は、不安（r=-0.179）お
よびうつ病（r=-0.222）と相互に相関して
いた。 
・この研究の限界は、横断的研究であり、

因果関係が決定できないこと、労働時間

が自己申告であることである。 

Yang X et 
al, 2020 

3-40
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

2 記述疫学

（労働に

関する研

究） 

・性別および年齢別の過

労関連の精神障害に

対する補償請求の分

析を実施した。 
・分析内容は、症例数の

年次傾向（1998～2017
年）、補償症例数（2010
年 1 月から 2015 年 3
月）、産業ごとの補償

症例数および発生率

（IR）であった。 

・精神障害は、疾病および関連保健問題の国

際 統 計 分 類 ： International Statistical 
Classification of Diseases and Related Health 
Problems（ICD-10）に従い、男女間で評価
された。自殺した場合も評価対象となっ

た。 
・大きな心理的負担を引き起こす仕事関連

のイベントを分類し、その発生率を男女間

で評価した。 

・労働時間の測定方法は、本文中

に記載なし。 
・分析を実

施した期

間は本文

中に記載

なし。 

・過労関連の精神障害の請求数は、過去 20
年間で急速に増加していた。2017年度で
は 1,732件の請求があった。補償件数も
増加し、過去 5～6年度で約 500件とな
った（約 100人の自殺労働者を含む）。 
・精神障害の症例は男性 69%、女性 31%で
構成されていた。また、症例数は 30 歳
で最大であり、男女両方で年齢の上昇に

つれて症例数が減少した。 
・ICD-10に基づく分類に従うと、男性はF3
（気分［情動]障害］および F4（神経症、
ストレス関連、および身体表現性障害）

の診断数が同等であったが、一方で、女

性はその約 75%が F4と診断された。精
神障害の症例は、怪我や災害、そして職

場での対人対立にも関連することが明

らかになった。 
 

Takahashi 
M, 2019 

3-41
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

3 メタレビ

ュー（仕事

に関する

研究） 

・仕事と一般的な精神的

健康問題（うつ病、不

安および仕事関連の

ストレスの発症）との

関連を調査すること

を目的とした。 
・次の条件を満たす文献

が対象となった 
①一般的な精神的健康

問題、特にうつ病、不

安および仕事関連の

ストレスを評価 
②仕事の役割又は職場

の危険因子を評価 
③文献レビュー、系統的

レビュー、又はメタア

ナリシス 
④英語で発行 
⑤1990 年 1 月 1 日以降
に公開 

・MEDLINE、PsycINFO 、Embase、
Cochrane Collaboration、および grey 
literatureのデータベースを用いて文献を
検索した。 
・仕事に関連する 3つのカテゴリが特定さ
れた（不均衡な仕事のデザイン、職業の

不確実性、職場での価値と尊敬の欠如）。

研究の質は 3つに分類された。（低：研究
の目的がない、体系的な検索ができな

い、又は含まれる論文の方法論に対応し

た品質評価ができないもの、中：研究目

的が定義されており、少なくとも 2つの
データベース内で適切な系統的検索が行

われている。質の高い評価は完了した

が、説明が不十分であったか、評価結果

が結果考察のセクションに有意義に統合

されていないもの、高：研究目的が明確

であり、再現性のある優れた系統的な検

索を行っている。採点基準の明確な詳細

が示され、質の高い評価が行われ、質の

高い評価の結果は「Results Discussion」の
セクションに組み入れられ、限界と今後

の研究のための情報提供に利用されてい

るもの） 

・本文中に記載なし。 ・ 検 索 は

2016 年 4
月 4 日に
完了した。 

・37件のレビュー文献が特定され、そのう
ち 7 件は少なくとも中程度の質であっ
た。 
・職場での高い仕事の需要、低い仕事の管

理、高い努力と報酬の不均衡、低い関係

の正義、低い手続き的公正、役割のスト

レス、いじめ、および低い社会的支援が、

一般的なメンタルヘルスの問題を発症

するリスクが高くなる要因として、中程

度のレベルのエビデンスとして示され

た。 
 

Harvey 
SB et al., 
2017 

3-42
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

4 コホート

研究（睡眠

障害に関

する研究） 

・構造化面接法を使用し

て、日中働いている労

働者（日中労働者）の

睡眠障害とうつ病の

関連を調査した。 
・2014年 7月から 2016
年 10 月の間に健康診
断を受けた合計 2,006
人のうち、スクリーニ

ングした 1,184人の日
中労働者を研究対象

とした（20〜64歳）。 
・対象者は、69%が男性、

31%が女性で、平均年
齢は 45.3±11.0 歳であ
った。 

 

・すべての対象者について、入眠困難

（DIS：difficulty initiating sleep）、中途覚
醒（DMS：difficulty maintaining sleep）、早
朝覚醒（EMA：early morning 
awakening）、国際不眠尺度（ISs：global 
insomnia scores）を用いて評価した。 
・構造化面接は医師、健康看護師、臨床心

理療法士、産業カウンセラー、および管

理栄養士を含む 5人の訓練を受けた面接
官のうちの 1人によって実施された。イ
ンタビュアーは、睡眠障害、うつ病、人

口統計学的特性について質問した。 
・年齢、性別、勤務スケジュール、糖尿

病、高血圧、メタボリックシンドローム

（なし、治療中、未治療）などの併存疾

患に関するデータを含む人口統計データ

を収集した。 
・うつ病は、ストレス調査票（NBJSQ：

new brief job stress questionnaire）を用いて
測定した。うつ病の尺度は、4ポイント
のリッカート尺度で評価された 6つの項
目について 1：ほとんどない、2：時々、
3：頻繁、4：ほとんど常に）を回答し
た。平均スコアが高いほどうつ病の重症

度が高いことを示す。 
・スピアマンの順位相関分析を実施し、睡

眠障害（ISs）とうつ病（NBJSQうつ病ス
コア）の関係を調べた。カテゴリ回帰

（CATREG）分析を使用して、うつ病に
対する睡眠障害の影響を調べた。従属変

数はうつ病スコアであり、独立変数には

DIS、DMS、および EMAスコアを用い
た。共変量として性別と年齢を調整し

た。 
・統計的有意性の閾値として p<0.05を採用
した。 

・睡眠障害は、ハミルトンうつ病

評価尺度（HAM-D）の日本語
版 13）に基づく 6つの修正さ
れた質問を含む 3 つの不眠尺
度（DIS、DMS、EMA）を使用
して測定された。 
・DISの調査には、「眠りにつく
までに30分以上かかることが
ある」と「毎晩眠りにつくのが

難しい」の 2 つの質問が使用
された。 
・DMSの調査には「私は時々夜
中に目覚めるが、再び眠りに

つくことができる」と「私は夜

中に目覚めしばしばベッドの

外に出る」の 2 つの質問が使
用された。 
・EMAの調査には、「朝の早い時
間に目覚めるが、再び眠りに

つくことができる（yes=1、
no=0）」と「朝の早い時間に目
覚め、再び眠りにつくことが

できない（yes=2、no=0）」の 2
つの質問が使用された。質問

の各ペアの合計スコアを使用

して、各睡眠障害スコアを算

出した。さらに、対象者が両方

の質問に肯定的に回答した場

合、スコアは 2 ポイントとし
て記録された。スコアが高い

ほど、症状の重症度が高いこ

とを示す。3つのスケールすべ
ての合計スコアを使用して、

不眠症の全体的な程度を評価

した（IS、0〜6の範囲）。質問
に 1 つでもあてはまると睡眠
障害と判断した。 

・2014年7月
から 2016
年 10月 

・睡眠障害のうち、特に入眠障害が労働者

のうつ病に関連していた。 
・対象者の60%が何らかの睡眠障害を示し
た。対象者の 39%が抑うつ症状（抑うつ
スコア>1）を示した。DIS、DMS、およ
び EMAの有病率（スコア>0）はそれぞ
れ 16%、46%、および 22%であった。 
・IS はうつ病スコアと有意に相関してい
た（スピアマンの順位相関係数（rs） 
=0.320、p<0.001）。 
・すべての ISサブスケール（DIS、DMS、
および EMA）は、うつ病スコアと有意
に関連していた（DIS：β=0.251、p<0.001、
DMS：β=0.157、p<0.001、EMA：β=0.171、
p<0.001）が、その中でもうつ病スコアに
関連する主な要因はDISであった。 
・この研究の限界は、HAM-Dの睡眠時間
についての質問がなかったため、構造化

面接では睡眠時間を評価しなかったこ

と、日中労働者は睡眠時間が短いことが

以前に報告されていること、この研究は

睡眠障害とうつ病との関係を明らかに

したが、この関係の因果関係は確認され

なかったことである。 

Ikeda H. et 
al., 2017 

3-43
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

5 コホート

研究（労働

時間に関

する研究） 

・過度な残業と男性労働

者のうつ病性障害と

の関連を調べること

を目的とした。 
・日本の製造会社の男性

労働者を対象とした

追跡コホート研究の

対象者のうち、ベース

ラインでうつ病性障

害を持っていたもの

を除いた、1,194人（18
～71歳）の対象者が解
析対象とされた。 

・うつ病は、疫学研究センターうつ病（CES-
D）スケールを用いて評価された。うつ病
のカットオフ値をスコア≥16とした。 
・労働時間、うつ病性障害、および共変量は、

ベースライン時とフォローアップ時に測

定された。 
・多重ロジスティック回帰分析により、労働

時間および残業と、うつ病発症の関連性を

調査した。 
・共変量として、ベースライン時の年齢、フ

ォローアップ時の労働時間、教育、経験年

数、職務等級、家族の収入、交代勤務、勤

務地、喫煙、アルコール摂取習慣を調整し

た。 

・ベースラインでの週あたりの

労働時間に基づいて対象者を

次の3つのグループに分けた：
週 50時間以下、週 50.1〜60時
間、週 60時間以上。 
・週に 50.1〜60時間（又は月に

40.1〜80 時間の残業）働いた
労働者を残業労働者と定義

し、週に 60時間以上（又は月
に 80時間以上の残業）を過度
な残業労働者と定義した。 
・労働時間が週 50時間以下の群
を対照群とした。 

・追跡期間

は 1 年間
で、2008年
から 2009
年までの

追跡が行

われた。 
 

・すべての共変量を用いたモデルにおい

て、うつ病性障害の新たな発症のオッズ

比（OR）は、週 60時間以上の従業員が
4.5（95%CI：1.8-11.1）で有意にリスクが
高かった。週 50.1〜60時間の労働とうつ
病性障害との関連は有意ではなかった

（OR=1.26）。 
・ただし労働時間とうつ病発症の傾向性

の検定においては有意な結果が見られ

た（p<0.01）。 
・この研究の限界は、うつ病性障害と労働

時間に関する情報が自記式質問票から

得られたため、情報バイアスがあり得る

こと、残業に関連するうつ病性障害が、

倦怠感や睡眠障害の要因の影響を受け

る可能性があること、ベースライン前お

よびフォローアップ期間中に人が長時

間労働に晒された期間を評価できなか

ったこと、週に 60 時間以上働いている
対象者が少なかったこと、調査対象の地

域や工場が限られており、一般化が難し

いことである。 
 

Kato R et 
al., 2014 

3-44
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

6 コホート

研究（労働

条件に関

する研究） 

・睡眠障害が仕事の要

求、社会的支援、およ

びうつ病の関連を長

期的に関連するかを

調べることを目的と

した。 
・コホートに参加したス

ウェーデンの労働者

のうち、4 回の調査に
参加した 2,017人を解
析対象とした（SLOSH
研究）。 
・対象者の平均年齢は

46.7歳、男性の割合は
44.8%であった。 

・4回の各調査で、スウェーデン版の要求管
理質問票を用いて、職場での仕事の要求、

管理状況、および支援を評価した。 
・睡眠障害は、カロリンスカ睡眠質問指標に

由来する 4つの質問（入眠困難、繰り返し
の目覚め、早朝覚醒、睡眠障害）で評価し

た。 
・抑うつ症状は、ホプキンス症状チェックリ

スト（SCL-90、SCL-CD6 の簡易版サブス
ケール）で測定した。 
・構造方程式モデリング（SEM）に基づく自
己回帰アプローチ使用して、媒介効果を検

証した。 

・抑うつ症状のチェックリスト

における 6 つの項目（ブルー
な気分である、物事に興味が

ない、無気力又はエネルギー

不足を感じる、物事を心配し

すぎる、物事を自分のせいに

する、すべての出来事に労力

を感じる）は、中核症状を表し

ており、うつ病の重症度を示

す複合スコアに組み合わせる

のに適していることが以前の

結果で示されている。 

・2006 年、
2008 年、
2010年、お
よび 2012
年に 4 回
の調査を

繰り返し

実施した。 

・仕事の特徴と睡眠障害は、抑うつ症状と

独立して関連していた。 
・高い仕事の要求のみがその後の抑うつ

症状と睡眠障害に関連していた。 
・縦断的な自動回帰モデルは、仕事の要求

と抑うつ症状（標準化 β=0.008、p<0.001）
の関係において、睡眠障害の弱い役割を

示すことを支持したが、社会的支援と抑

うつ症状との関においては睡眠障害の

役割はなかった。 
・この研究の限界は、測定誤差が排除でき

ず、パラメーターの過小評価又は過大評

価が生じた可能性があること、構造方程

式モデリングが変数間の線形性につい

て強い仮定を行うこと、推定値の減衰

は、ドロップアウトによる自己選択の結

果である可能性があることである。 

Magnusso
n Hanson 
LL et al., 
2014 

3-45
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No. 
調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 

労働条件・睡眠障害等の要因、

精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

7 横断研究 ・職場の組織的公正レベ

ルやストレッサーが

大うつ病エピソード

に及ぼす影響に関す

る研究。 
・研究対象者は、日本の

製造会社5支店の従業
員 1,228人であった。 
・アンケートの回答が欠

落している対象者を

除き、1,133人のデータ
が分析に用いられた

（男性：425人、女性：
708人）。 
・DSM-IV基準を使用し
て、対象者が過去12か
月および 12 か月以上
前に大うつ病エピソ

ードに苦しんでいた

かどうかを判断した。 

・紙の自記式アンケートとWEBアンケート
を実施した（回答率 96%）。 
・アンケートにより過去 12か月間における
大うつ病エピソードの有無を評価した。大

う つ 病 エ ピ ソ ー ド は 、 Composite 
International Diagnostic Interview Version 3.0
を使用して評価された。 
・Organizational Justice Questionnaire を使用
して組織的な公正レベルを評価した。 
・仕事のストレッサーには、仕事の緊張（要

求と管理）や職場の社会的支援、努力と報

酬の不均衡（the effort-reward imbalance ：
ERI）が含まれた。仕事の緊張と社会的支
援は Job Content Questionnaireを使用して、
ERI は Effort-Reward Imbalance 
Questionnaireを使用して評価された。 
・その他の変数として、年齢（50〜64歳、40
〜49歳、30〜39歳、20〜29歳）、教育年数
（12年以上、12年未満）、婚姻状況（既婚、
未婚、離婚/未亡人）、過去 12 か月のライ
フイベント、慢性疾患が含まれた。これら

は質問票により評価した。 
・3つのモデル（モデル 1：単変量ロジステ
ィック回帰分析、モデル 2：多変量ロジス
ティック回帰分析、モデル 3：年齢、性別、
教育、婚姻状況、過去 12か月のライフイ
ベント、慢性疾患、過去 1か月の職業、雇
用契約、労働時間を調整）で共変量を調整

した。 
・ロジスティック回帰分析を使用して、組織

の公正レベルおよび仕事のストレッサー

（社会的支援、ERI）に基づき分類された
グループにおける、過去 12か月の大うつ
病エピソードのオッズ比（OR）および 95%
信頼区間（95%CI）を推定した。両側有意
水準は 0.05とした。 

 

・悪化の判断に関する基準は本

文中に記載なし。 
・調査期間

は本文中

に記載な

し。 

・3.4%（39人の従業員、男性：6人、女性：
33人）が過去 12か月間に大うつ病エピ
ソードに苦しんでいると診断された。 
・モデル 1において、組織的公正レベルが
低く、仕事の負担が高く、職場での社会

的支援が低く、ERIが高いことは、過去
12 か月の大うつ病エピソードと有意に
関連していた（p<0.05）。 
・モデル 2において、低い相互作用的公正
（Interactional Justice）と過去 12 か月の
大うつ病エピソードは有意に関連して

いた（OR=5.08、95%CI：1.47-17.5、
p=0.006）。 
・モデル 3においても同様に、低い相互作
用的公正と過去 12 か月の大うつ病エピ
ソードは有意に関連していた（OR=4.93、
95%CI：1.32-18.4、p=0.012）。 
・この研究の限界は、組織的公正を測る上

で、使用した OJQ に監督者の態度と各
従業員に与えられる監督者によるサポ

ートを区別できないため、公正レベルの

推定結果の精度が低下している可能性

があることである。 

Inoue A et 
al., 2013 
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調査内容と結果 

著者 
発行年 研究手法 目的・対象集団 方法 
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精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

8 コホート

研究（労働

時間に関

する研究） 

・労働環境要因と大うつ

病性障害（MDD）との
関連を追跡調査した。 
・追跡対象者は、カナダ

のアルバータ州に住

む、3,280 人（25～64
歳）で、そのうちベー

スライン時にMDDと
診断されたことのな

い従業員（n=2,752）が
含まれていた。 

 

・MDDは CIDI-Auto2.1を使用して評価され
た。 
・ 業 務 上 ス ト レ ス は 、 Job Content 

Questionnaire（JCQ）を使用して評価された
（意思決定の自由度、スキルの裁量、心理

的要求、雇用保障、上司と同僚からの社会

的支援）。各回答は、1（非常にそう思わな
い）から 4（非常にそう思う）のスケール
で採点された。JCQスケールのスコアが高
いほど業務上ストレスが大きいことを示

す。 
・job strain ratio（JSR）は、意思決定の自由度
とスキルの裁量、心理的欲求から算出され

た（JSR=心理的要求/（スキル裁量+決定権
限）/2）。 
・努力-報酬不均衡（effort-reward imbalance：

ERI）モデルを使用して、努力と報酬の間
の不均衡を算出した。ERI比が高いほど不
均衡のレベルが高いことを示す。 
・その他の変数は、性別、年齢、婚姻状況、

教育レベル、年収、週平均労働時間数、職

種、職務等級、仕事と家庭の両立であった。 
・共変量として、モデル 1：教育レベル、年
収、仕事の負担、同僚のストレス、労働時

間、努力と報酬の不均衡、仕事の不安定さ、

仕事と家庭の両立、モデル 2：労働時間、
努力と報酬の不均衡、仕事の不安定さ、仕

事と家庭の両立を調整した。 
・ロジスティック回帰分析を使用して、

MDDの発症リスクに関連する労働環境要
因を評価し、オッズ比（OR）と 95%信頼
区間（95%CI）を推定した。 

・労働時間の測定方法は、本文中

に記載なし。週平均労働時間

に基づき、3つのグループ（≤35
時間、35.5~40 時間、≥40.5 時
間）に分類された。 
・労働時間 35.5〜40時間の群と
労働時間 35 時間未満又は 40.
時間以上を合わせた群を比較

している（詳細の記載なし） 
 

・2008年1月
～2008 年
12月 

・MDDの 1年間の発生率は 3.6%であった
（95%CI：2.8-4.6）。男性で 2.9%（95%CI：
1.9-4.2）、女性で 4.5%（95%CI：3.3-6.2）
であった。 
・MDD 発症に関連するベースライン時の
要因を特定するために、二変量解析を行

った結果、年齢、婚姻状況、職種、職務

等級は関連を示さなかったが、教育レベ

ル、年収、仕事と家庭の両立、職業上ス

トレス、仕事の不安、努力-報酬不均衡等
と関連を示した。労働時間については、

週平均労働時間が 35.5～40 時間である
ことが MDD 発症との関連を示した
（OR=2.06, 95%CI：1.24-3.43）。 
・MDD の発症に関連するベースライン時
の要因を含めたロジスティック回帰分

析を行った結果、努力と報酬の不均衡が

高いこと（OR=2.58、95%CI：1.40-4.76）、
週平均労働時間が週に 35～40 時間であ
ること（OR=2.14、95%CI：1.18-3.86）、
仕事の不安（OR=2.67、95%CI：1.46-4.88）
および家族と仕事の両立（OR=1.94、
95%CI：1.06-3.54）が MDD の発症リス
クを高めた。 
・男性と女性を比較すると、女性では、労

働時間が週 35～40 時間であること
（OR=3.50、95%CI：1.52-8.06）、仕事の
不安（OR=2.29、95%CI：1.05-4.99）、努
力と報酬の不均衡が高いこと（OR=2.35、
95%CI：1.04-5.30）、および仕事と家庭の
両立が難しいこと（OR=2.67、95%CI：
1.14-6.25）がMDDの発症リスクを高め
た。男性では仕事の不安（OR=2.91、
95%CI：1.27-6.70）、仕事と家庭の両立が
難しいこと（OR=2.53、95%CI：1.07-5.99）
がMMDの発症リスクを高めたが、週平
均労働時間が 35.5～40 時間であること

Wang J et 
al., 2012 
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精神障害の判断基準等 
調査期間 結果・考察 

（OR=0.48、95%CI：0.15-1.54）は関連が
見られなかった。 
・この研究の限界は、自己申告による収集

データであること、コホートの対象者の

約 19%は、フォローアップインタビュー
でMDDに関する情報を提供しなかった
こと、大うつ病を発症するリスクは、慢

性的な病状、家族歴、助けを求める行動、

仕事の種類、否定的なライフイベント等

の要因に関連しており、これらの要因

は、仕事のストレスと大うつ病との関連

を混乱させる可能性があること、ベース

ラインで生涯にMDD歴を有する対象者
は分析から除外したが、軽度のうつ病を

有する人が含まれた可能性があること、

一部の推定値に関連する95%CIが広く、
特定の分析の統計的検出力が十分でな

かったことである。 
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